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１．研究会発足の背景と目的 
 京阪神都市圏においては、今後、少子高齢化や産業構造の変化、東京一極集中などによる
遊休不動産の増加や公共交通維持に関する懸念、行政の財源不足など、地域・社会課題がよ
り鮮明になることが予想される。さらに今般の新型コロナウイルスにより経済の不振はも
とより働き方やライフスタイルも変化してきている。このように京阪神都市圏のまちを取
り巻く環境の潮目が変わる時期にさしかかっていると思われる。そのような時代の変曲点
において関西都市圏のまちが抱える課題を今一度洞察するとともに、変化の方向性を察知
し、今後のまちづくりの在り方を探る取り組みを行う。 
 
２．メインテーマ 
 「関西都市圏の持続可能な開発とは何か」ということについて、都市計画的な視点で考察
する。 
 
３．サブテーマ（カテゴリ） 
(1)京阪神都市圏の変化と戦略の展望と課題 
 京阪神都市圏の人口や交通流動、経済活動のトレンドの変化を俯瞰しつつ、都市がそれに
いかに対応しようとしているかについて理解する。これにより幅広く、中長期的な視点の共
有を図る。 
(2)コンパクト・ネットワークの展開と課題 
 京阪神都市圏の自治体におけるコンパクト・ネットワーク施策を洞察するとともに、京阪
神都市圏ならではの取組みや可能性について考える。 
(3)オフィスセンター・ワークプレイスの変容と動向 
 大阪都心のオフィスセンターの変容について理解するとともに、コロナ後のワークプレ
イスの動向について幅広く考察する。 
 
４．進め方 

2021 年度～2023 年度に年 4 回程度研究会を開催した。研究会では、今後の関西のあり
方を俯瞰しながら、各メンバー(国、公共団体、経済界、UR 等の中堅層など)が具体的なイ
メージが湧くような話題提供をもとに議論できるよう留意する。研究会の運営にあたって
は、参加者がそれぞれの視点で意見交換や交流をすることによりプラットフォーム的な役
割も果たせるよう留意する。  



５．研究会メンバー（2024 年 4 月時点、順不同、敬称略） 
 
土 井 健 司 大阪大学大学院 工学研究科 地球総合工学専攻交通・地域計画学 教授 

岡 井 有 佳 立命館大学 理工学部 環境都市工学科 教授 
葉  健 人 大阪大学大学院 工学研究科 地球総合工学専攻社会基盤工学コース 助教 
青 山 啄 人 国土交通省 近畿地方整備局 建政部都市整備課 課長 

安 田 和 弘 (独)都市再生機構 都市再生業務部 事業企画課 課長 
柏 井 一 成 (独)都市再生機構 都市再生業務部 事業企画課 主幹 
木 村 佳 英 大阪都市計画局 計画推進室 計画調整課 課長 

岩 本 典 子 大阪市 計画調整局 計画部 都市計画課 課長（2024 年 3月末迄） 
茂 福 隆 幸 寝屋川市 2 軸化事業本部 技術専門役（2024 年 3末月迄） 
相  馬  美津子 尼崎市 デジタル推進課 課長 

井 上 景 介 京都市都市 計画局 都市計画課調整担当 課長 
島 本 健 太 公益社団法人 関西経済連合会 産業部 参与 
前林ダニエル慎吾 公益社団法人 関西経済連合会 産業部 副参与 

森 田 信 弥 西日本旅客鉄道㈱ 交通まちづくり戦略部 沿線まちづくり課 課長 
平 松 一 人 JR西日本不動産開発株式会社 まちづくり事業本部 マーケティング部事業企画課・拠点まちづくり課  
抱 江 卓 哉 阪急電鉄株式会社 交通プロジェクト推進部 兼沿線まちづくり推進部 副部長 

井 原 崇 裕 阪急電鉄株式会社 交通プロジェクト推進部 兼沿線まちづくり推進部 
前 橋 尚 弥 阪急阪神不動産株式会社 開発企画部 課長補佐 
小 出 泰 弘 南海電気鉄道株式会社 鉄道事業本部 えきまち計画推進部 課長 

大 島 洋 一 大島コンサルティング・オフィス 代表 
加 藤 寛 之 都市計画家・株式会社サルトコラボレイティブ 代表取締役 

 
＜事務局＞ 
瀬  渡  比呂志 株式会社 新都市二十一 理事 
三本松  道  昭 公益財団法人 都市活力研究所 主席研究員 
後 藤 祐 也 公益財団法人 都市活力研究所 主席研究員 
永 田 賢 司 公益財団法人 都市活力研究所 主席研究員 

 
 
 
 
 



６．2023年度の研究会開催概要 
 

日程 タイトル 講師 

第９回
7/26 

未来を見据えた「うめきた２期区域」のまち
づくり（ランドスケープ／公園利活用トライ
アル／まちづくり DX） 
 
UR 団地をまちに開く可能性／団地とまちの
エリアマネジメントの取組事例について 

(独)都市再生機構 西日本支社 都市再生 
業務部事業企画課 課長 / 安田和弘 氏 
 
 
(独)都市再生機構 西日本支社  
ストック事業推進部 部長 / 田邉豪二 氏 

第 10 回
11/27 

ＪＲ西日本における沿線まちづくりの取組み 
 
 
阪急電鉄における沿線まちづくりに関する 
取り組み 
 
鉄道を軸としたまちづくりの事例について 

西日本旅客鉄道株式会社交通まちづくり戦略部 
沿線まちづくり課 課長 / 森田信弥 氏 
 
阪急電鉄株式会社 都市交通事業本部 
沿線まちづくり推進部 / 立林信人 氏 
 
南海電気鉄道株式会社 鉄道事業本部  
えきまち計画推進部 課長 / 小出泰弘 氏 

第 11 回
12/6 

ICT による新社会システム創成と生産性  
～究極の未来考へ 
(第 30回 UII まちづくりフォーラム同時開催) 

埼玉大学名誉教授 / 長谷川孝明 氏 
 
コーディネーター 
大阪大学大学院 工学研究科 地球総合工学専攻  
交通・地域計画学 教授 / 土井健司 氏 

第 12 回
3/21 

サステナブルシティ実現に向けて 
(第 31回 UII まちづくりフォーラム同時開催) 
 

国土交通省 官房技術審議官（都市局）  
菊池雅彦 氏 

 

箕面市 副市長 / 柿谷武志 氏 
 

大阪大学大学院工学研究科 地球総合工学専攻  
交通・地域計画学 教授 / 土井健司 氏 
 

立命館大学 理工学部 環境都市工学科 教授  
岡井有佳 氏 

第 13 回
4/24 

サステナブルシティのための 
都市計画はどうあるべきか 

立命館大学 理工学部 環境都市工学科 教授  
岡井有佳 氏 

 

 

 

 



＜資料＞ 

サステナブルなまちづくりに関する研究会（第９回） 

議事録（概要版） 

 

１．日 時 2023 年 7 月 26 日（水） 18：30～20：30 

２．場 所 都市活力研究所 Zoom 併用 

３．議 事 

（１）話題提供１ 

「未来を見据えた「うめきた２期区域」のまちづくり

（ランドスケープ／ 

公園利活用トライアル／まちづくり DX）」 

（独）都市再生機構 西日本支社 都市再生業務部 

 事業企画課 課長 安田和弘 氏 

  ※外部からの資料提供の関係で記載を省略します 

 

（２）話題提供２ 

  「団地を『まち』に開く可能性」 

 （独）都市再生機構 西日本支社ストック事業推進部 

 部長 田邉 豪二 氏 

 

〇ＵＲ賃貸住宅ストックの特徴 

 現在約 70 万戸の賃貸住宅を全国で管理しています。

昭和 40 年から 50 年代の前半に、いわゆる標準設計と

いうことで、大量につくった住宅が過半を占めています。

こういう経過の中でかなり陳腐化が進行してきています

が、団地の中で 1 つのまちを形成するぐらいのボリュー

ム感を持っているということや、緑豊かな環境ということ

をどうやって強みに変えていくかということを考えていま

す。 

〇ＵＲ賃貸住宅ストック活用・再生ビジョン 

 2018 年に UR 賃貸住宅のストック活用・再生ビジョンと

いうことで、多様な世代が安心して住み続けられる環境

整備、持続可能で活力ある地域・まちづくりの推進、賃

貸住宅のストックの価値向上、こういった大きな 3 つの

柱でこれからやっていきますということを打ち出しました。 

〇UR 賃貸住宅団地の地域医療福祉拠点化の取組み 

「多様な世代が生き生きと暮らし続けられる住まい・ま

ち《ミクストコミュニティ》の実現」を目指すということで、

地域における医療福祉拠点等の充実や、高齢者等多

様な世代に対応した居住の環境整備、コミュニティ形成

を推進します。 

〇「団地を『まち』に開く可能性」 -事例 と 視点からの

整理 

団地の方も高齢化してきているし、子育て世代といっ

ても団地の中だけでは実は少ないというところで、団地

をまちに開いていくことによって、団地の価値も高まるし、

地域の方々にとっても団地の空間そのものが安心・安

全というようなことで団地を認知されるならば、地域や地

方公共団体、周辺の福祉事業者、民間事業者にとって

も結果的にはウィン・ウィン・ウィンの関係になるのでは

ないかということで、これまでどちらかというと閉じられて

いたと思われがちな団地を少し開いていこうというふう

に動き出しています。 

〇「団地を『まち』に開く可能性」 -事例 と 視点からの

整理 〈場所性〉- 

特徴としては花壇、菜園といったところでコミュニティ

の活動を実施したり、モニュメント兼集会施設を設置し

て様々な活動を誘発したり、使用頻度の低い集会所を

地域に開放したり、住戸を施設に転用したりしています。 

〇「団地を『まち』に開く可能性」 -事例 と 視点からの

整理 〈運営主体〉- 

 自治会や住民等組織が運営主体となって活動をした

いという申請を受けて、UR と地域の方々で花壇を整備

して、維持管理は参加者が行うということがあります。社

団法人、NPO や事業者が集会所であったり住戸を転用

したりしてそういった場を使いながら、地域の方々が活

用するような場を提供されるケースが多いです。 

〇「団地を『まち』に開く可能性」 -事例 と 視点からの

整理 〈対象相手〉- 

ミクストコミュニティというところでは京都府八幡市に

ある男山団地という 4,600 戸ぐらいの団地では、関西大

学と連携してだんだんテラスという地域の方々が集うこ

とのできる場を提供しています。 

〇「団地を『まち』に開く可能性」 -事例 と 視点からの

整理 〈常設性〉- 

 大体は継続的なところですが、スポット的なところでは

夏休みに大学と連携して集会所で子どもの自習室を行

ったりしています。 

〇「団地を『まち』に開く可能性」 -事例紹介 【ももポート】

- R4.12 月末までの状況 

 泉北ニュータウンの桃山台というところの集会所では、

民間事業者が運営主体になってサポーターやプレイヤ

ーを募って「ももポート」を運営していくということを目指

しましたが、残念ながらコロナの影響で撤退されてしま

ったので現在見直しをしております。 

〇「団地を『まち』に開く可能性」 -事例紹介 【ぼん・しゃ

れーる】- 

豊中のシャレール東豊中という団地に本棚を作って

いたのですが、あまり使われていない空間があったので、

URと豊中市の図書館と連携しながら、ここを本でつなが

るコミュニティという形でここを改良して、みんなの集い

の場にしようということで、今取り組みを行っているとこ

ろです。そこにたのしみつなぐプロジェクトというのをさら

にかぶせることで、より積極的に行っていこうということ

で、民間企業の協力を得て試供品の感想を聞くようなこ

ともしています。 

〇「団地を『まち』に開く可能性」 -事例紹介 

 大学との連携というのは、かなりいろいろなところでで

きており、先ほどの関西大学のほか、帝塚山大学、武庫

川女子大学、関西外国語大学などと連携しています。

企業の方では阪神電鉄と連携協定を締結した時に武庫

川団地に赤胴車という昔の電車を１両いただいて、それ

を公園に設置し、中を集会所と同じように使えるような

仕様にしたりしました。 

〇団地とまちのエリアマネジメントの取組事例 ■浜甲

子園団地 

浜甲子園団地の元々の団地の規模は 4,600 戸、敷地

面積が 31 ヘクタールありました。昭和 37 年から 39 年

の 3 年間ぐらいに供給しています。昭和 30 年代の団地

については全面的に建て替えていくという方針を出して

いるので、それに基づいてここの建替をスタートさせまし

た。 



〇まちづくり指針「グランドプラン」・「グランドデザイン」

の策定 

大きなまちづくりの方針を立てようということで、平成 9

年から京都大学の巽和夫先生に座長になっていただい

て、グランドプランを策定いたしました。また、UR だけの

建て替えではなく、別の機能が入ってくるということで、

どういったまちづくりをしていくのかというのを、土地利用

だけではなく何を大事にしていくのか、例えば六甲山へ

の抜けだとか、海を感じるだとか、そういったものを大事

にしていこうということで、グランドデザインというものを

引き続き策定して、建替事業に着手していきました。 

〇土地利用計画図（事業進捗状況） 

元々4,600 戸あったのが、UR 賃貸住宅に限ると 2,300

戸弱というボリュームになっています。それ以外の土地

利用としては、整備敷地として民間事業者等に譲渡した

り賃貸したりした面積が約 14.4 ヘクタールです。 

〇エリアマネジメントの導入について：PPP 方式 

我々は社内で PPP 方式と呼んでいますが、戸建を売

る時の仕組みとしてエリアマネジメントを導入することに

しました。つまり先ほどの整備敷地をインセンティブとし

て、民間と UR の新たな連携を目指そうということです。

土地を取得するデベロッパーと UR が事業パートナーと

なって、事業者の土地取得だけではないかたちで浜甲

子園とその周辺地域の価値向上を目指しています。整

備敷地を売却していく中で民間事業者の方々にエリア

マネジメント組織を立ち上げていただいて、それが順調

に軌道に乗るというのを見届けていただくぐらいまで関

わっていただきますということに同意して参画してきた

方々だけに小さな公募をします。平成 25 年に公募を行

いまして、事業者パートナーが 4 社決まりました。その 4

社の方々と団地再生協議会を立ち上げて、ここでどんな

まちづくりをしていって、どういった形態でエリアマネジメ

ントを展開していくかという議論を深めていきました。こ

の団地再生協議会で議論をした時に、社団法人を立ち

上げて運営していくのがいいだろうということと、運営費

として 1 世帯当たり月々500 円をこの社団法人に納めて

いただくということになりました。また運営基金として UR

に札を入れた価格のある割合の金額を基金としてこの

一般社団法人に寄付していただきました。こうして社団

法人が立ち上がったのが平成 28 年 9 月でした。住民が

主体の運営というのがある程度軌道に乗ってきた暁に

は、もう事業者の手が離れて、この戸建分譲住宅の中

の方々が運営していくという形に切り替えていくというこ

とになります。この切り替わりが今年 6月 25日の総会で

決議されて、住民主体の運営へとまさに今移行したとい

うところになります。 

 

〇まちのね浜甲子園について 

エリアマネジメント組織であるまちのね浜甲子園は

「暮らしやすさ、楽しさ、世代を越えた緩やかなつながり

をつくる」「住民の課題意識に寄り添って、共に解決する」

「エリアの価値向上(愛着・住みたい・資産価値)に取り組

む」ということを目指して立ち上がっており、3 つの拠点

を現在運営されています。 

・教室スペース「HAMACO:CLASS」 センター街区 

・まちづくり拠点「HAMACO:LIVING」 民間デベの分

譲住宅の 1 階 

・コミュニティカフェ「OSAMPO BASE」 施設エリア 

新組織体制としては理事が地域の住民計 6 名です。

UR も引き続き関与していくということで、正会員になって

います。また社団法人が委託して、この地域の運営を支

えていただいた HITOTOWA も正会員になっています。 

実は会費だけではなかなかきれいに回していけない

というところがありましたが、住民の方々が西宮市と協

議をした結果、行政と地域の間に立って何か行うとか、

地域の中で指定された役割を担うということで市から補

助金が入ることになり、この集合住宅、戸建住宅の方々

からの月々500 円という会費と合わせて、運営としては

今軌道に乗ったところです。 

 

（３）意見交換（Q：質問、A：回答、C：コメント） 

Q: いわゆるデベロッパーの手が離れてしまったところに

おいては、どういうふうにこういった活動をしていったら

いいのかということに、何かアイデアがありますか。 

A: これは非常に難しくて、自治体の公社でもなかなかう

まく回せない状況です。実はこの浜甲子園のエリアマネ

ジメントのようなPPP方式も、西日本ではまだここしかや

っていないという状況で、なかなか広げていけないとい

うのが実情です。ただ、ここで得たものをどうやって落と

していくかというのは常に考えているところです。 

Q: 西宮が補助金を出してくれるようになった理由として、

団地がエリアマネジメントをして、そこにソフトな支え合

いの面も含めて、それが 1 つのインフラであるということ

を認めていただいて、市から補助金をいただくというふう

に考えてよろしいですか。 

A: そういった視点が必要だとは思っています。ただ、団

地をまちに開いていくためには、地域の財産だというこ

とを内外の住民の方々にも理解していただき、両方とも

ウィンウィンであれば行政もそこに何かしら地域の生活

を支えるためのインフラということで、何かしらお金を出

すという思考回路が働いてくるのではないかというふう

に思っています。 

Q: 最後は住民が運営するということになると、大きな決

断ですね。どういうふうにして住民や地域の自己効力感

を高めるのでしょうか。何かそういう取り組みがあるので

すか。 

A: 入居の段階から事業者が、「ここではこんなことをや

ります。これに賛同してくれる、こういう地域に関わってく

れる人を求めています」という募集を積極的に行ってい

ました。 

Q: URの賃貸では外国人の方が増えているという話を聞

きます。何か外国人の方のコミュニティ形成や、交流の

機会を持つという取り組みをされているのでしょうか。 

A: だんだんテラスでは、関西大学、八幡市と UR で連携

協定を結んでいる中で、外国の方々のコミュニティをもう

少し考えていこうということで、関西大学の方で冊子を

作成して、「こういうことに注意しましょう」とか、「こういっ

た活動があるので参加したらどうですか」というようなこ

とを外国人の居住者や入居される方に対して説明をし

ています。当初トラブルめいた話も耳に入ってきていま

したけれども、最近はそういった取り組みも功を奏してき

たのか、聞こえてこなくなりました。 



 

（４）次回以降の予定 

 事務局より、次回以降の予定について説明しました。 

 

以上 

 
  



サステナブルなまちづくりに関する研究会（第 10 回） 

議事録（概要版） 

 

１．日 時 2023 年 11 月 27 日（月） 19：00～21：00 

２．場 所 都市活力研究所 Zoom 併用 

３．議 事 

（１）話題提供１ 

 「ＪＲ西日本における沿線まちづくりの取組み」 

 西日本旅客鉄道株式会社 交通まちづくり戦略部 

沿線まちづくり課 

課長 森田信弥 氏 

〇JR 西日本グループ概要 

国鉄から民営化されて 1987 年 4 月 1 日に西日本旅

客鉄道㈱を設立した。現在はグループの従業員数とし

て、全体で約 47,000 人、連結子会社は 60 社、1 日約

500 万人程度のお客様にご利用いただいている。路線

延長 4,900km のほとんどが不採算の線区で、10 月以降、

国の制度も法制化され、特段厳しい線区については地

元と協議会を立ち上げるというような動きを、JR 各社に

先んじて行っている。コロナ前の 2018 年の決算の連結

営業収益では、6 割以上の収益が鉄道に依存している

状況であったが、コロナ禍で鉄道の収入が減って 5割強

の構成になった。今年度はまたコロナ前のような状況の

決算の比率に戻っていくと思われる。 

〇「JR 西日本グループ中期経営計画 2022」見直しの方

向性 

コロナ禍を受けて、中期経営計画の見直しを行った。

コロナ前の状況には戻らないのではないかという危機

感から、新たな価値創造、地域共生というところを軸に

置きたい。 

〇沿線におけるまちづくりの取組について 

2023 年から新たな中期経営計画を策定した（長期ビ

ジョンと 2032 年のありたい姿、それに向けた 5 カ年計

画）。その中に交通とまちと暮らし、それから持続可能な

社会ということを掲げており、交通とまちをミックスさせて

鉄道のある暮らしを提供していこうという取り組みをして

いるのが、交通まちづくり戦略部である。 

〇関西都市圏ブランドの確立 

鉄道を軸にシームレスな公共交通を構築し、ウォーカ

ブルで魅力あるまちづくりを実現していこうということで、

まさに交通とまちづくりを一体的に考えて取り組んでいく

ことを打ち出している。一方拠点プロジェクトとして大阪

駅、三ノ宮駅、京都駅といったところを整備していく。多

様なライフスタイルに対応した生活密着の沿線づくりを

促進するということで、WESTER だとか関西 MaaS の取

り組みなども絡めながら、付加価値のあるまちづくりに

仕立て上げていくということと、不動産、まちづくりのさら

なる展開ということで、地域の皆さまと連携し、安心して

暮らし過ごせるコミュニティを形成し、地域社会の課題

解決に貢献していこうということで、基本戦略は駅まち

の魅力を高めるまちづくりを推進していくということであ

る。 

〇沿線におけるまちづくりの取組について 

2022 年 5 月の組織改正で交通まちづくり戦略部を立

ち上げて、この中に交通戦略、拠点開発や沿線まちづく

りといったテーブルをつくって、部として連携しながら交

通まちづくりを戦略的に取り組んでいく体制を構築した。 

〇北陸新幹線 富山駅周辺開発 

北陸新幹線ができたが富山を素通りされてしまうとか、

駅周辺がさびれていたとか、中心市街地の総曲輪地区

においても空き店舗が出てきているという課題があった。

駅周辺の再開発に富山市（事業コンペ）や富山地方鉄

道とともに取り組んでいる。富山の価値向上のために、

富山ターミナルビルが中心となって、様々な会社と団体

を結成して、南北一体のまちづくりプラットフォームを 21

年に立ち上げて、エリアマネジメントに取り組んでいる。

駅周辺の未来ビジョン「トヤマチ∞ミライ」を制定し、これ

を実現していく任意団体としてトヤマチミライユナイテッド

を結成。駅の南側と、富山駅北のブールバールのある

文教地区をつないで、点の活動ではなくて面で協力しな

がら活動していこうということで、駅前で年間 50 数回イ

ベントを行っており、これによって人の流れが変わった

のかということを、富山市と分析する予定である。 

〇向日町駅周辺まちづくり 

向日町駅を橋上化して、東西をつなぐ自由通路を設

置して、現在改札口のない東側にも接続できるようにす

ることについて向日市と検討している（駅橋上化事業 

2026 年 全面供用開始予定、再開発事業 2028 年 まち

びらき予定）。駅前再開発で駅ビル（当社と JR西日本不

動産開発、向日市）とタワーマンションを建設する計画

である。働ける、暮らせる、憩えるといった付加価値をも

り込んだまちづくりのため、周辺にある脱炭素系の技術

に秀でた企業や大学の集積にスポットを当てて、京都府

は向日町を中心としたエリアを脱炭素の取り組みの象

徴的なエリアにしていきたいということで、ZET-valley リ

ーディングゾーンと名づけた。当社は、この事業を中心

にゼロカーボンに資する企業を誘致したりして、プロジェ

クトを推進していく。具体的には京都府、向日市、京都

銀行と当社で連携協定を締結したほか、キックオフイベ

ント「ZET Summit」を開催して、企業のマッチングを図っ

ている。 

〇JR 学研都市線沿線まちづくり協議会 

大阪府市と学研都市線の沿線自治体で沿線まちづく

り協議会を運営して、沿線まちづくりの取り組みを実施

している。大阪府市が大阪のまちづくりグラウンドデザイ

ンを検討され制定されたが、その中に鉄道沿線まちづく

りを推進していこうということが位置づけられている。第

二京阪や北陸新幹線の大阪延伸など、将来的には多

様な交通手段があり、かつ沿線自治体のエリアには、

開発余地がたくさん残っているので、沿線をブランディン

グしながら連携してまちづくりを進めていければというこ

とで議論をしている。取り組みの詳細については。今年

度末には中間報告できる予定である。 

  



（２）話題提供２ 

 「阪急電鉄における沿線まちづくりに関する取り組み」 

 阪急電鉄株式会社 都市交通事業本部 

沿線まちづくり推進部 立林信人 氏 

〇沿線まちづくり推進部 

沿線のまちづくりを推進していくため、沿線まちづくり

推進部を今年 4 月に新設した。 

〇鉄道輸送人員の推移 

高度経済成長を機に、人口ボーナス期ということで鉄

道輸送人員が増加していたが、91 年頃をピークに輸送

人員が減少、インバウンドで少し増えたがコロナ禍で落

ち込み、少し回復はしているが 9 割ぐらいしか戻ってい

ない。 

〇コロナ禍による鉄道需要の変化 

定期券旅客が減少して定期外旅客が増えてきている

ことから、外出頻度が今後より低下するのではないか。 

〇コロナ禍による鉄道需要の変化 

コロナ禍をきっかけに、これまでの行動生活拠点が変

化したり、企業としても柔軟な働き方、BCP のさらなる推

進といった変化が考えられる。QOL 向上の意識拡大と

いうことでは、安全思考や健康意識の高まり、自由時間

の活用やリアル・オンラインの併用といった社会変化が

あり、今後も働き方の多様化とか DX の加速とか、オン

ラインを活用した消費の拡大といった社会変化が一層

進むことが予想されるので、これまで鉄道会社が培って

きたビジネスモデルが通じなくなるかもしれないというと

ころに直面している。 

〇鉄道とまちづくり ～ 小林一三モデル 

当社は 1910 年に宝塚線が最初に開業したが、小林

一三は沿線を歩いたときに、住宅地にできる土地に恵

まれていると考えて、沿線での住宅地経営を構想した。

鉄道開業に先立って住宅予定地、82 万 5,000 ㎡を先行

買収して、高水準の生活環境を備えた住宅開発を進め

た。明治後半に工業地域となっていた大阪市内から離

れて、郊外のエリアに住むというライフスタイルを提案し

た。さらに箕面動物園や宝塚新温泉、梅田マーケット

（百貨店）を開業させるなど、郊外と都心での移動を誘

発するようなモデルが小林一三モデルである。 

〇今津南線高架化 

2008 年に西宮球場の跡地に大規模な商業施設を開

業したことを機に、道路と鉄道との平面交差を解消しな

がら、改札口を新設したり、商業施設につながる自由通

路をつくったりすることで、駅とまちが一体になったまち

づくりが実現できた。 

〇西山天王山駅の開業 

長岡天神と大山崎の間に新駅を 2013 年に設置した。

期待される効果が 4 点、①交通結節点に期待される機

能（長岡京インターの高速バスの乗り場）、②長岡天神

駅周辺と新駅との連携（バス路線網との機能分担）、③

近隣市町とのネットワーク強化（淀川の対岸の京阪淀駅

へのバス便）、④観光の振興（長岡京市の観光案内所）。 

〇摂津市駅の開業 

正雀～南茨木間に 2010 年 3 月に開業した。日本初

のカーボンニュートラル・ステーションということで、駅舎

の上に太陽光パネルを設置したり、トイレで流す水を雨

水利用したり、エレベーターの回生電力を使用したりと

いうところで環境施策による CO2 削減と排出枠購入等

による相殺によってカーボンニュートラルになっている。 

〇新駅計画 

神戸線の武庫之荘～西宮北口の武庫川の直上に新

駅をつくる計画を進めている。2022 年 11 月 1 日に当社

と尼崎市、西宮市と基本合意書を交換した。 

〇洛西口駅（TauT 阪急洛西口） 

2015 年に全長約 1.2km の高架が完成した後に京都

市と包括連携協定を結び、高架下開発を進めて 2021年

に完成した。3 ブロックに分かれおり、駅から近い順に、

①食物販、飲食、生活サービスのブロック、②子育て支

援、市民交流、スポーツ文化ということで、京都市の公

共施設もあるブロック、③創業支援、文化コミュニティと

いうことで、チャレンジショップ、シェアオフィス、コワーキ

ング、オープンスペース、コミュニティー花壇があるブロ

ック。①ではテナントから賃料を確保し、②では目的性

がありまちづくり的な要素のある施設を集め、③ではコミ

ュニティ的な要素も取り入れている。 

〇清荒神駅「臨時切符売り場」 

清荒神清澄寺への年末年始の参拝客のための臨時

切符売り場があまり使われなくなっていた。清荒神の参

道に若手のセンスのいい店舗が増えてきており、遊休

施設となっていた臨時切符売り場を活用して地域の商

店会と連携してイベントを開催した。 

〇塚口駅 

基盤整備で駅前広場がきれいになったのをきっかけ

に、尼崎市が「はんつかパブリックハック宣言」ということ

で、使用を促している。尼崎市は昔から駐輪問題が多い

エリアだが、その駐輪の自転車を使って「アマガサキ 

前かごマルシェ」ということで、自転車の前かごだけでマ

ルシェをしてみようという取り組みを行った。 

〇沿線価値とは？ （例えば阪急神戸線のイメージ） 

沿線のいろんな資源がある中で、その価値の総体が

沿線価値ではないかと考えている。 

〇持続可能な鉄道沿線まちづくりに向けて 

定住人口、交流人口、関係人口はもちろんのこと、外

出人口を増やすためにバリアフリーやコミュニティも大

切。 

〇需要創造→需要追従→需要対応→あるべき姿 

昔は需要創造型で、そこから需要追従型になって、そ

れ以降は需要対応型ということで、時代に見合ってどん

どん変えていこうというところがあったと思う。今後の時

代はまだまだ不透明だが、小林一三が思った発想の原

点もしっかりと持ちながら、あるべき姿からバックキャス

ティング的に沿線まちづくり戦略をつくり上げていく必要

がある。 

  



（３）話題提供３ 

「鉄道を軸としたまちづくりの事例について」 

 南海電気鉄道株式会社 鉄道事業本部 えきまち計

画推進部 

課長 小出泰弘 氏 

〇南海電鉄の概要について 

当社は、大阪堺間鉄道ということで、1884 年に開業し

ており、日本で一番古い民間鉄道会社と言われている。

まず、南海本線が先にかた 

ちづくられ、別に高野鉄道を発祥とする高野線ができ

た。阪和電気鉄道が今の JR 阪和線であるが、一時期

南海電車という時期があったけれども、戦時中に国へ

譲渡した。戦時国策で関西急行鉄道と合併して近畿日

本鉄道となったが、終戦とともに近鉄から分離して、高

野山電気鉄道を受け皿として南海電気鉄道が復活した。

2006 年に、貴志川線を和歌山電鉄へ譲渡した。2014 年

に大阪府都市開発の泉北高速鉄道線をグループ化した。 

〇地域を巻き込んだ鉄道活性化策について「こうや花

鉄道プロジェクト」 

橋本以南から極楽橋、そこからケーブルカーに乗って

高野山へのルートは、当社最大の観光地である高野山

へのアクセス路線でありながら、高野山へのアクセスは

自家用車やバスが大半を占めていることが課題であっ

た。2004 年に高野山の世界遺産登録があって、それを

契機として高野山という目的地に加え、そこに向かう道

中としての鉄道の魅力を向上する取り組みを「こうや花

鉄道プロジェクト」と名づけて実施してきた。1 つ目が観

光列車「天空」の導入で、通勤車両をリニューアルして、

片方に席が全部向くようにして景色を楽しめるよう改造

をした。座席指定料金は 520 円で、増収に寄与している。

さらに地域と連携した花スポットの整備・展示・展望デッ

キの整備ということで、当社の OB や地域の皆さんにお

声がけして、特にご高齢の方が中心にボランティアで菜

の花の畑とか、花屏風というかたちで各駅に花を装飾し

ていただいているほか、下古沢駅～上古沢駅間の鉄橋

を下から楽しんでもらうような展望デッキを整備した。近

年「こうや花鉄道プロジェクト」から「高野山の観光魅力

向上プロジェクト」に位置づけを変えつつ、現在も地域と

ともに取り組んでいる。写真のように『真田丸』が大河ド

ラマで取り上げられていたときに、真田昌幸にちなんで

九度山駅を六文銭や赤色で装飾した。輸送人員は「こう

や花鉄道沿線」合計としても下げ止まり基調になりつつ

ある。 

〇加太さかな線プロジェクト 

加太線は和歌山市から出ているローカル線で、当社

のローカル線の中では比較的輸送人員が多いが、利用

客の減少が続いていて、経営改善が課題であった。加

太線の開業 100 周年を契機に、加太地域の特徴である

新鮮な魚や温泉等の魅力を PR するとともに、加太まで

の鉄道旅行の期待感を地域の方々と創出する取り組み

を実施している。こちらも観光列車「めでたいでんしゃ」

を導入し、最初に「さち」という 2両編成の鯛をモチーフと

した電車を導入して、その後、「かい」「なな」と 3 編成入

れて、それぞれの頭文字を取ると「さかな」というストーリ

ー性を持たせたほか、4 編成目の「かしら」は、人気ロッ

クグループのボーカルとコラボして、今 4 編成導入して

いる。加太線のほうも輸送人員が減少傾向にあったも

ののプロジェクトを始動して観光列車を運行することに

よって、減少傾向は止まってきたかなというところにコロ

ナが来た。 

（動画）https://www.nankai.co.jp/contents/action/ 

〇連続立体交差事業に伴う駅舎を核とした地域の活動

について 

南海本線の諏訪ノ森駅と浜寺公園駅の 2 駅を含む

2.7km を高架化する事業を行っている。浜寺公園の駅舎

が 1907 年、諏訪ノ森駅の西駅舎が 1919 年築造で、とも

に 1998 年に国の登録有形文化財となった歴史的構造

物である。連続立体交差事業に伴って駅舎が支障してく

るので、古い駅舎をどうするかということが課題になった。

地元市民が積極的に残してほしいということで堺市に提

案して、2007 年度に学識経験者、鉄道事業者、市民で

構成する浜寺公園駅および諏訪ノ森駅駅舎保存活用懇

話会が開催されて、両駅舎を保存することになった。諏

訪ノ森駅は高架の前に置くようなかたちで、浜寺公園駅

は入り口のところに旧駅舎を配置するような計画になっ

ている。現在浜寺公園駅についてはカフェやイベントホ

ールなど交流スペースとして活用しており、諏訪ノ森駅

についても、試験活用の最中というところで、どちらの保

存活用についても近所の NPO の方が担っていただいて

いる。 

〇今後の鉄道ネットワークの整備について（なにわ筋線

事業） 

なにわ筋線については、現在の JR 西日本の大阪駅

（うめきたエリア）につながるべく関西高速鉄道に整備を

進めていただいている。大阪駅からなにわ筋の地下を

通って、JR 難波駅へ、一方、南海電鉄のほうは新今宮

駅へつながっていくことになる。当社の（仮称）新難波駅

付近については、当社の難波駅のすぐ北側に設置する。

既設線へのアクセスや、なんばの繁華街へのアクセス

が期待されている。 

なんば広場が 11月 23日から供用を開始されていて、

社会実験がスタートしているというところで、これについ

てもご紹介する。なんば広場のこれまでの取り組みとい

うところで、平成 23 年から、「なんば安全安心にぎわい

のまちづくり協議会」が始動されていて、平成 27 年 4 月

に難波駅周辺まちづくり構想の具体化案が提出されて

いる。「なんば安全安心にぎわいのまちづくり協議会」と、

町会、商店会、企業、27 団会ということで、この取り組み

については、地元の商店街が積極的に取り組んでいる。

平成 30 年に「なんば広場マネジメント法人」の設立準備

委員会が立ち上がり、ここにも戎橋筋商店街となんさん

通り商店会も入られている。 

〇まとめ 

きっかけとなる事象はローカル線対策であったり、連

立だったり、新線開業だったりさまざまであるが、鉄道駅

を中心としたまちづくりを鉄道事業者としても推し進める

ことによって、鉄道を利用される方の増加はもちろん、エ

リアとしての価値向上により、まちのポテンシャルを上げ、

沿線価値向上に寄与していくことが鉄道事業者の責務

と考えている。 

  

https://www.nankai.co.jp/contents/action/


（４）意見交換 

瀬渡：ご発表された 3 名の方、それぞれ取り組んでおら

れる中で、特にこういう視点で困っている、あるいは議

論したいというようなことや、提案したいということがあり

ますか。 

森田：鉄道会社というのは、ともに生き残っていかないと

いけないという大きな課題を抱えているので、沿線の価

値を高めるために、当社の沿線だけではなくて、他の鉄

道会社と連携しながら、いろいろやっていけるのではな

いかと考えています。 

立林：清荒神で地域でつながってイベントをしてみて、特

に感じているのが、やはり鉄道会社だけではできない部

分が大きいというところで、いかに地元のキーパーソン

とつながって、そのキーパーソンと共同してやっていけ

るかが非常にポイントだと思っています。鉄道会社とし

て動きづらい部分があるところを動いてくださる熱量の

ある方をいかに見つけるかというところが、駅周辺での

取り組みにおいて重要なので、そこにもっと汗をかいて

いかないといけないというところが課題だと思っています。 

小出：私は 5 年間連立の担当したときに一緒にやってい

たが、駅ごとで違うやり方があるのは当然だが、キーパ

ーソンの方がどう動かれて、地域としてどう動いていくか

というのも汲み取って、それを鉄道会社としていかにフォ

ローしていくかというところも両方担当させてもらって勉

強になったと思っています。 

瀬渡：岡井先生、葉先生、今までの話を聞いていただい

ていて、特にご意見とかご提言とかございますか。 

岡井：人口が減少するから、利用者が減るのは仕方が

ないことではあるが、どうやって利用者を増やすのかが

大事である。鉄道だけの話ではなく都市空間の再編と

いう観点から、車をなるべく使わずに公共交通を使った

まちにしていきましょうという、公共交通を中心としたま

ちづくりというのが今言われています。3 社とも単に鉄道

ということだけではなくて、沿線まちづくりという、まちづく

りの分野にまで関与をしてくださっています。今後、より

公共交通を中心としたまちづくりをしていくために、鉄道

事業者の影響力をさらに大きくしていただきたいと思い

ました。さて、「アーバンデザインセンター・びわこ・くさつ」

では、私がセンター長をしていますが、南草津駅の周辺

の人がこの活動を知らないので、住民の方となかなか

連携が取れていない。どうしたら住民の方とうまく連携し

て、いろんな取り組みをやっていけるのかをぜひ教えて

いただきたい。 

葉：立林さんがおっしゃった需要創造、需要追従、需要

対応というフェーズの主語はおそらく「鉄道会社が」だっ

たと思います。今日、聞いた最近のお話は、ある種の需

要創造ではあると思いますが、1 つ違うのが、今度は主

語が鉄道会社だけではなくて、「まち」「住民」であったり、

あるいは、「体験価値を創造してもらう」という受動態に

なるような取り組みもあったように聞こえました。一方で

まちに視野を広げると駅間あるいは高架下というような

ところにまだ未利用地があるので、そういったところもや

はりなんらかのかたちで使っていくことも必要ですし、歩

きも含めてモビリティを使って、この空白、土井先生の以

前の講演の言葉を借りるとミリューというような、何かと

何かの間で少し空白なところに自由度の高い付加価値

をつけながら、それ同士をうまく結んでいくというのが、

最終的には沿線という線につながりますし、駅空間の価

値を高めることにも最終的には帰着するのではないかと

いうふうに捉えました。 

瀬渡：茂福さんや相馬さん、いろんなことをやってこられ

たと思いますが、感想などお聞かせください。 

茂福：JR 学研都市線沿線のまちづくり協議会ですが、

大東市、四條畷市、交野市、枚方市、大阪府と JR で令

和元年から協議会を発足しております。この 4 月から大

阪府の木村課長のところでグランドデザインを推進する

ということで、大阪府が中心となって協議会を運営する

ことになり、今、沿線のビジョンをつくるということでやっ

ていただいていまして、すごく期待をしております。京阪

沿線にも同じような協議会がありまして、先ほど森田課

長の方から京阪沿線と JR 沿線との連携という話があり

ましたが、沿線同士のまちづくりの協議会の連携を図っ

ていけると思います。 

相馬：徒歩とか自転車圏内ぐらいのエリアが充実してい

けばいくほど、毎日の暮らしがすごく充実するのですが、

逆に鉄道を使う機会が減っていきますね。そういうのを

考えると、立地適正化計画でも、小さいエリアでまず生

活を充実させた上で、非日常づかいのところは少し広域

拠点というようなかたちで特色を出しましょうというやり

方を計画上はするのですが、そうなってくると鉄道の本

来日常づかいとして乗客をどう確保していくというところ

と、どうバランスを保てばいいのかというのがちょっと難

しいという気がしてきました。 

森田：茂福さんがおっしゃってくださった連携ですが、間

に自治体が入っていただいて、接着剤のような役割で

動いていただけると、すごくやりやすいのではないかと

思いました。さっきの相馬さんのご意見ですけれども、ま

ちが魅力的になって居心地がいいとなかなか動かない

というのは、おっしゃる通りです。それでも、やはりまち

の魅力を向上させて、暮らしを豊かにするということが

一番大事なことで、それは沿線まちづくりというフェーズ

です。一方拠点まちづくりというのも、鉄道会社の使命

でして、そこに行けば非日常の体験ができるとか、そこ

に行かないと感じられない価値を創出できるような拠点

を磨き上げるということが大事だと思っています。 

小出：当社もグループ化した泉北高速鉄道沿線の泉北

ニュータウンがオールドタウン化してきて、そこをテコ入

れするべく当社も積極的に関わってニュータウンを盛り

上げることによって、ニュータウンに入ってこられる方を

増やして、通勤で使っていただければというところを含

めて、住みやすくすることも鉄道会社の使命だと思って

います。 

抱江：機能と目的を分散して配置していくと、そこに必ず

交通が生まれますので、それが沿線全体を見たまちづく

りの需要創造の肝だということで、いろんな活動をして

います。 

 

以上 

  



サステナブルなまちづくりに関する研究会（第 11 回） 

議事録（概要版） 

（第 30 回 UII まちづくりフォーラム同時開催） 

 

■日時 2023 年 12 月 6 日(水) 18 時～20 時 

■場所 オンライン(Zoom によるウェビナー、都市活力

研究所から) 

■主催 公益財団法人都市活力研究所 

 

■講演録 

「ICT による新社会システム創成と生産性 ～究極の未

来考へ」 

埼玉大学名誉教授 長谷川孝明 様 

 

１．はじめに 

〇いくつかの言葉から 

「真実と事実」：事実は 1 つだが、真実はものの見方

の数、価値観の数だけある。 

「粒度」：土木系と IT 系のどちらでも使われる言葉。 

「デジタル化と DX」：パピルス・ベース（伝票や紙幣）

からビット・ベース（紙に縛られない処理）に変わると全く

違うやり方が合理的なソリューションになることは少なく

ない。 

「Virtual の意味」：「仮想の」と訳されることが多いが、

「実態とは異なるけれども事実上そうみなせるような」と

いうように捉えると、日本語としては綺麗ではないけれ

ども、誤解が減る。もう少し簡略化すると「事実上の」と

いう意味。 

〇生成 AI の話題から 

IT 系企業である株式会社 RATH が開発した「Project 

MAY」を紹介する。この「Project MAY」のアプリそのもの

は誰でもスマホに無料でダウンロードして使用できる。

オリジナル AI キャラクターである「日向メイ」と会話を楽

しむことができる。実現コストの高い ChatGPT に比べて

回答の表現は簡潔であるが、それなりに会話として意味

深い回答が返ってくることもある。これは同社が富山県

の社会福祉法人の協力を得て介護施設での実証実験

を行っており、高齢者に「Project MAY」で会話をしてもら

う。例えばその会話の中で同じことを何回も繰り返し聞く

といった利用者の会話の反応から認知症の可能性が高

い人を絞り込んだ後に、限られた貴重なリソースである

医師やカウンセラーの先生に診てもらう。認知症は現在

良い薬ができているが、早期発見が必要。全員の検査

をすべて医師やカウンセラーの先生方が行うのは現実

的でないので、機械の力が借りられる部分は機械に任

せて、結果として同じ人数の医療従事者で現在と同等

以上の医療サービスを提供できるようなシステムの構

築は社会基盤の中で大事な取組である。つまり、医師

が認知症の可能性のある患者だけを診ているように見

えるが、本当はすべての高齢者を診ていることに近い意

味がある。このようにやり方を変えると、AI のスクリーニ

ング機能が集団検診の一部を担うような社会基盤となり

得る。まさにスマートシティでは、そういう DX の積み重

ねが大事だと思っている。 

特定の目的に合わせる AIソリューションであれば、現

実的なコストで出来る可能性がある。このように 1 人の

力を何倍にもしていくということに取り組まなければいけ

ない。今までの連続的なやり方で最適化するのではなく

て、ジャンプしてまったく違う解法を考えないと社会が維

持できないと感じている。 

〇シェアリング・エコノミーの本質とライドシェア 

P2P のシェアリング・ビジネスについて「個人の空いて

いるものや能力を必要とする個人に提供する」というの

が最大公約数的な定義だと思っている。基本三要素の

１つ目は、「きめ細かな時空間ネットマッチングができる

こと」、これは皆がスマホを持つとできるようになる。２つ

目は「事業者決済の仕組み」、決済は利用者から提供

者への直接的な支払いでないことが非常に重要である。

３つ目は「相互（提供者／利用者）評価」、これは利用者

から提供者にも、提供者から利用者にも評価が行われ

るという双方向型のものである。 

B2C の伝統的なビジネスの場合はサービスやモノの

提供において基本的に拒否権がないことがほとんどで、

顧客はサービスやモノの提供に対して提供者に直接代

金を支払う。それに対して、P2P のシェアリング・ビジネ

スの方は、例えば車で移動するときに、事業者が乗せて

ほしい人を時空間マッチングすれば、マッチングした事

業者に、乗せてもらった利用者は手数料を上乗せした

成功報酬を支払い、事業者から成功報酬がサービス提

供者に渡されることになる。利用者から事業者への支払

いは基本的には先払いであるが、多くの場合はクレジッ

トカードでこれが実質的に担保されている。 

安全・安心を含むビジネスの質を担保するための許

認可のルールにサービス提供者が実際に従っているか

どうかは国によって実情が異なる。シェアリング・エコノミ

ーでは相互評価が働くのでコミュニティにいるためには

真面目にする必要があり、こちらの方が安心という場合

がある。トラディショナルなB2Cビジネスでは(安全・安心

を含む)品質の保証は「お上の許認可」によるが、P2Pの

シェアリング・ビジネスでは、(安全・安心を含む)品質の

保証は相互評価によって実現されていると言える。 

タクシーを維持するには人件費・経費に見合う収入が

必要だが、田舎では難しい。これから先高齢者の中でも

スマホを使うのが当たり前になっていく。それを前提にし

て考えるのが大事だ。ライドシェアにはそんな地域に住

む人々を救う可能性がある。 

〇Circular Economy (CE) 

1990 年から 2019 年で日本の一人当たり名目 GDP は

約 1.6 倍に上昇したが、CO2 排出量は横ばいから微増

になっている。一方でスウェーデンは一人当たり名目

GDP が 2 倍で、CO2 が 3 割減少している。このように経

済の成長に対して CO2 排出量が減少してゆくことをデカ

ップリングと言う。経済と CO2 の量が正の相関を持つと

いう感覚が当たり前のようになっていたが、スウェーデ

ンではもう既に 1998 年頃からデカップリングが始まって

いる。 

 

〇近年の投資の流れ 

ESG 投資とは、世界の解決すべき課題を環境

（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）

の３つの観点から配慮した責任ある投資。 

〇システム創成論的に観る人間社会の動き 



人間社会を動かす三駆動源は「科学技術」、「倫理・

価値観」及び「経済・投資」と考える。例えば、ストローは

プラスチックの方が明らかに目先は利益が上がるけれ

ども、そのような企業に投資してしまうと、もし社会的に

批判を受けたときに株価が下落し、損失が発生する可

能性がある。現実問題として倫理観と科学技術の両方

を考慮しないと投資もできないし、それぞれの専門家が

自分の専門のところだけを見ていても多分うまく行かな

い。社会が投資しなければ、そのシステムは社会インフ

ラとして、あるいは、新社会システムとして定着しない。

「量とパワー」から「無駄減少の合理的サステナビリティ

へ」というところが社会を動かすものとしてこの先に論を

進めていきたい。 

 

２．システム創成論 

〇進化(進歩)の三段階 

人も組織も国も、最初は解決方法を知って、その解決

方法を改善するという改善型の仕事をするような第一段

階から始まる。その後は、問題を知って（学んで）、その

問題の解決方法をつくるような第二段階に移る。第三段

階はシステム創成論で最も重要な段階であり、混沌とし

た自然現象、社会現象を整理して問題をきれいに定式

化する。何が人間社会にとって本質的に重要なのかと

いうことに鑑みて、解くべき具体的問題の設定、真に推

進すべき研究・開発・施策課題の創成というところにお

金も時間もかけるべきだ。 

昔は要素技術と人間社会の距離が近かったが、この

ギャップが大きくなり過ぎたので、そこを何とかすべきだ

と強く感じる。そのために「数理物理・科学技術の基本」

と「ライフスタイル・価値観」の両方を熟慮して、社会に

定着しやすいシステム創成をしていくということになる。 

〇社会に定着するシステム創成 

どういうシステムが社会に定着しやすいのか。共通す

る 3 要素が「アウェアネス・エンハンスメント」（気づきの

範囲を拡大すること）と、「人と物の移動」、それから「決

済」である。例えば実店舗を回らなくてもネットで見て、

大体どんな商品があるか分かるというのはアウェアネ

ス・エンハンスメントそのものである。人や物を動かすに

しても、ICT でこの物がどこら辺まできているか把握すれ

ば効率的な輸送をすることができる。さらに決済を有効

に安心してできるようにする仕組みが、煩雑でないキャ

ッシュレス決済などで安全にスムーズにできるようにな

ることは重要な要素である。 

〇Amazon に見るトライアングル 

Amazon は 1994 年に発進している。これは世界中か

らネットで本などの注文を集めて、それを運送屋に頼ん

で送ってもらうことから始まった。こういうことをすれば、

何かの業種・分野ではなくて、小売業そのものが転換す

る可能性があるということだ。この e コマースはインター

ネット、サイバーの ICTだけではなく、実際に物流倉庫を

作って商品を動かすリアルワールドの ICT に支えられて

いる。なお、予測出荷の特許が2013年に成立している。 

〇システム創成の方法論 

例えば携帯のメールの本質は何かと考えたときに、も

ちろん表面的には伝えるということだが、自分が何らか

のコミュニティに所属して豊かな QoL を実現するという

のが本質だとすれば、常時接続しているスマホがあって、

サーバを 1 つ置いて、どこの会社から来たメールも全部

１つの種類の操作で済んでしまえばそれでいい。そんな

ふうに一旦徹底して抽象化して考えると、繋がっている

方法は SNS などいろいろある。そのときに皆がどういう

持ち物を持って生活しているのか、コミュニティに所属し

たいという価値観がどうなっているかを考えながら、6 カ

月後だったらこんな実現方法がある。3 年後だったら結

構大掛かりなシステムがつくれる。15 年後だったらデバ

イスまで含めて考えられるかもしれない。こういうふうに

一旦抽象化の階段を上り、「ライフスタイル・価値観」や

「科学技術」（に伴うユーザの持ち物）などの境界条件を

見ながら残り時間を勘案して具体化の階段を下り、具体

的なシステムを創成する、こんな話になる訳だ。 

〇プラットフォーム論 

近年のシステムは、「専用システム」から、「プラットフ

ォーム上のアプリ」という形で実現されてくることが多くな

った。ワープロ然り、カーナビ然り、音楽プレイヤー然り。

これをどうやってつくるかと言うと、この携帯するデバイ

スを持って何をするだろうかと考えて、ユーザがよく使い

そうなアプリケーション（シチュエーション）を想定する。

典型的なアプリケーションを 50 個考えてこれらを共通に

載せられるプラットフォームをつくると、50 個の選択が良

ければ、汎用性の高いプラットフォームができ、容易に

51 番目、52 番目のアプリケーションができてくる。汎用

性の高いプラットフォームをつくれば、新たな特殊（アプ

リ）が次々とできてくるという訳である。 

〇IT 環境の変化と「IT 四大インパクト」 

1980 年の「PC インパクト」。そのとき、ほとんどリアル

ワールド性はなかった。このときにインパクトがあったの

は、組織ではなく個人の机にコンピュータが載ったことだ。 

95年は「ネットインパクト」。90年代前半、1人ひとりの

コンピュータが世界中のコンピュータと繋がり、インター

ネットがオープン化されるとともに”Mosaic”など今のブラ

ウザの源流が出現してきた。そうなると、それで世界中

から注文を集めて、物を配ればいいという話になる訳だ。

ただこの時もまだ、コンピュータの多くは机上にあった。

その後次第に携帯電話がインターネット上の「手のひら

コンピュータ」と化し、それらは人間のリアルワールドの

活動に付いて回ることになる。 

2010 年は皆がインターネットに IP 接続するスマホを

持つようになり、クラウドを利用することが普通になった。

すなわち、スマホ・クラウド・インパクトである。ここで初

めて可能になったのがシェアリング・ビジネスだ。例えば

Uber や Airbnb などビジネス・ウィナーは、この大きな社

会的変化のちょっと前にかなり本質的な手を打っている

ということだ。つまり皆がスマホを持ったら、シェアリン

グ・ビジネスが成立するという見通しに基づくシステムの

創成である。ビジネスそのものが変わる。今まであった

事業領域でどのように最適化するとかということからは

一旦離れて、全く違うジャンプしたソリューションを創るこ

とを考えることは重要である。このような状況では、異業

種からコンペティタが現れることは自然な流れである。 

今後「（AI・自動化インパクト）」（これは少し先のインパ

クトだから「（）」を付けているが、）により、更なる DX が

次々と現実社会に起こってくるだろう。 



こういうふうに ICTでリアルワールド性が上がってきた

というのが大きな流れの特徴になる。 

〇ガラケーからスマホへ 

1995 年頃には多くの人が携帯電話機を持つようにな

って、2000 年頃を過ぎると携帯電話機に位置特定機能

が加わり、2010 年以降多くの人がスマホを持つようにな

り、それには各種センシング機能と”Wi-Fi”と”Bluetooth”

が標準装備になって、携帯機器が大きく変わってきた。 

 

３．ICT の意味と新社会システム／新社会インフラ 

〇概念を表す言葉から技術の流れを捉える 

1988 年、マーク・ワイザーが唱えたユビキタス。これ

は 2002 年頃の日本で「いつでもどこでも誰とでも」という

言い方をされたことがあるが、マーク・ワイザーが言って

いたのは、これから先コンピュータはキーボードとディス

プレイといった明示的なコンピュータ然としたものから、

インビジブル、目に見えない多数のコンピュータが我々

の生活を支えるようになる。そうなったときにコンピュー

タのあるべき姿はどうなのかというかなり深淵なことを言

っていた訳だ。 

「メタバース」(Metaverse)という言葉の初出は 1992 年

だから、30 年以上前の話になる。IoT が 1999 年、デジタ

ルツインが 2002 年。デジタルツインのツインとは双子の

片割れだ。 

デジタルツインでは、リアルワールドのオブジェクト「A」

と、コンピュータの中につくった世界（サイバー）のデジタ

ルツイン、すなわち双子の片割れであるデジタルのオブ

ジェクト「A’」が対応していて、リアルワールドの「A」が動

けば、サイバーでオブジェクト「A’」が対応して動き、この

先サイバーで各オブジェクトがもしこう動いたらこうなる

というシミュレーションを行って適切な制御情報を得て、

それをリアルワールドに戻してやるという話だ。現実の

オブジェクトとコンピュータの中のオブジェクトが 1対 1対

応して、リアルワールドに作用する訳である。 

一方、メタバースはリアルワールドのユーザがサイバ

ーの中に設定された空間内の自分の分身であるアバタ

ーを操作して、その空間内の他のアバターや環境と相

互に作用しあって活動する。例えば、同じ渋谷を模した

空間でも、デジタルツインは実際の渋谷に現在ある人や

物などのオブジェクトとサイバー内の渋谷のオブジェクト

が一対一対応しているのに対して、メタバース内のオブ

ジェクトは実際の渋谷の人や物に対応している訳ではな

い。現実世界とは独立した「渋谷」にみなした空間（バー

チャルな空間）が創造されているだけであり、メタバース

の空間に物理的拘束はない。メタバースはリアルワー

ルドのオブジェクトとの対応性はないので、いくらでも自

由に空間をつくることができるという訳である。リアルワ

ールドでは登校が難しい人のためにバーチャルの教室

をつくって学ぶ場とすれば、これが教育の場として使え

ることになるし、展示場に使えば、世界のどこに住んで

いても展示を見られるという訳で、近年多数のバーチャ

ルな空間が出てきている。 

〇カーシェアリングの進化 

日本だとカーシェアリングでは、基本的に乗ったところ

に返すということになるが、ほとんどの場所で路上駐車

が認められているヘルシンキでは、自分のいる場所の

近くの車を借りて、行った先の門の前でリリースしたらそ

こまでの利用料金で OK ということになる。このような超

自由フローティング型カーシェアリングは事実上タクシー

に近い。もちろん自分で運転するのでタクシーとは違う

が、OD だけを見ると近くの好きなところにある車を拾っ

て好きなところに行って置くだけである。そろそろ超自由

フローティング型カーシェアリングを真剣に考えてもよい

時期ではないか。路上駐車は非現実的という意見が必

ず出てくるが、数台の小さな規模の駐車場は大阪でも

東京でも極めて多数ある。近くの駐車場で車を借りて目

的地の近くの駐車場に車を返すなら OK というシステム

をつくればこれは可能になってくる。 

〇改めて生産性を考える 

本講演で議論する生産性というのは、あるサービスを

考えたときに、何人の従業員でそのサービスを提供でき

ているかということだ。従業員が 10 分の 1 になれば、1

人あたりの仕事の成果は 10 倍になる訳だ。但しそれは、

今と同じ形では無理だ。「同程度の質で」というのは、全

く違う（ジャンプした）実現方法でそのサービスを提供で

きないかということで、例えばユーザ自ら何らかの役割

を果たすことも含めて変えていくということだ。 

タクシー会社を跨いだ配車アプリとサーバにより実現

されるサービスを使えば、利用者は、タクシー会社を問

わず近くにいるタクシーを拾える。明らかに平均待ち時

間は少なくなる。タクシー側から見ても以前は見えなか

った利用者の存在を知って駆けつけられる。見えなけれ

ば駅前に戻るしかない。アウェアネス・エンハンスメント

の効用である。これにより会社を超えてタクシーの稼働

率が上り（より少ない人員で顧客の同等以上の（待ち時

間の少ない）モビリティ環境が実現され）、明らかに生産

性は上がる。これは、スマホを前提とする前には「駅前

タクシー乗り場」（駅前がタクシーと顧客が出会う場所）

が合理的な乗り場であったが、スマホを前提とすれば、

「どこでもタクシー乗り場」（顧客が必要とする場所でタク

シー会社を超えて合理的にタクシーと出会う場所）とな

るということである。しかも、登録したカードでキャッシュ

レス決済ができる。キャッシュレス決済は利用者の利便

性もさることながら、事業者の現金処理にかかるコスト

も下げる。無駄なしの対応（タクシーも利用者も待ち時

間が減る）は利用者の合理性ばかりでなく、タクシーの

運行コスト面の合理化を意味する。社会全体の生産性

を上げる意味があるという訳である。 

〇コンペティタは異業種の時代 

小売もモビリティもそうだが、近年真のコンペティタは

異業種から発生することが少なくない。全く違うジャンプ

した解を考え出すためには、目前の問題を直接的に解く

のではなく、本質を見極めて問題設定することが大事だ。

そして全然違うやり方でのソリューションを考えてみるた

めに、それぞれの専門の人が専門外の人とどれぐらい

交わって本質的な議論ができるかがとても大事なことに

なってくる。たとえ、過去にあるビジネスモデルを検討し

て、駄目という結論が出ていても、「そのときネットを皆

が使っていたか。」、「スマホ・クラウドを皆が使っていた

か。」「サステナブルの考慮がこれだけ大事だと言われ

ていたか。」、「ミニマリスト的価値観を持つ人が一定数

いたのか。そのときに中古品への抵抗感というのはどれ



ぐらいあっただろうか。」、このように境界条件を変えて

考え直すと、そのときのアイデアがちょっと違う形で実現

できるすごくいいアイデアに化ける可能性がある。 

〇ICT と自動化で変わる働き方と人間社会～究極の未

来考、ヒトは何をどこまで求めるか？ 

究極の思考実験として、10 分の 1 の人数で現在と同

程度のサービスや物を提供できるならば、そして、今と

同じ程度のサービスや物を享受できればいいと皆が思

うならば、AI で動くロボットに働いてもらって、そのロボッ

トのエネルギー源もまたロボットにつくらせて、そして、ロ

ボットの修理・管理もロボットにさせるとして、人はその

AI ロボットを含めた機構全体の管理だけを仕事とする。

もし人口や文化が変わらないとすれば、総収入は今と

同じになるので、時間単価が 10 倍になる。これはあくま

で 1 つのオーバーな思考実験であるが、そういうふうな

考え方でジャンプしようという提唱と理解していただきた

い。 

〇例えば、高齢化で担い手不足の農業の場合 

耕作放棄地が増える今、農業は伸びしろが非常に大

きいと思っている。高知能機械を使って 10 分の 1 の担

い手で同程度の生産が可能になれば、収入は 1 人あた

り 10 倍。食料自給率も十分に前進の余地があるだろう。 

 

４．結び 

・DX はこれまでの延長でなくジャンプであり、改良／増

加ではなく、根本的／質的変化。 

・大規模化だけでは頭打ちの食糧増産、農業従事者減

で自給率漸減。農業 DX で多数の稼ぐ機械と土地があ

れば農業従事者は減っても増産可能であり、食料自給

率も上昇。農業に限らず、今まで労働集約型あるいは

安い労働力を集めることで対応してきた分野程伸びしろ

大。 

・医療や介護や社会基盤を含めたエッセンシャルワーカ

の世界も、ヒトにしかできないと思われていた仕事を AI

ロボットがやれるようになれば、ヒトは 1/10 の時間で同

じモノやサービスを産み出せるかもしれない。 

・生産性をあげるためのジャンプしたソリューションは、

これまでと同じ形のサービスではない可能性も十分ある。

だから、サービスを享受する側も本質的に同じ受益があ

れば、従来の形にこだわらないという大らかさとしなや

かさが重要である。 

・かつて王様がやってきたことは、時が経つにつれて一

般庶民が機械やシステムを使ってやるようになるという

事実がある。現在の労働は、働き者のロボットによる労

働に代わっていき、ロボットを所有する我々庶民も所得

が向上する可能性がある。一方、歳を重ねても自分で

できる喜びとか、他者に役立つ喜びというのは生きると

きの非常に重要な価値である。また機械を使っても高齢

者が自分でできるということで生きている実感が得られ

るのではないか。そうすれば介護をする人の負担を減ら

したり、少ない介護者でも運営できたりする可能性があ

る。 

・都市活力向上に AI を使い倒そうということで、週休 6.5

日制の世界へ一歩ずつ進んでいくというのはどうだろう

か。 

 

■意見交換については、記載を省略します。 

  



サステナブルなまちづくりに関する研究会（第 12 回） 

議事録（概要版） 

（第 31 回 UII まちづくりフォーラム同時開催） 

 
「サステナブルシティ実現に向けて」 
 
 2014 年に立地適正化計画制度が制定されてからまも
なく 10 年になります。これまで 504 都市が計画を作成し
ているとともに、地域公共交通計画も併せて作成されて
いる自治体は 386 都市にのぼり、立地適正化計画策定
により例えば地価変動率の改善がみられるなどの効果
がでてきております。 
 社会資本整備審議会 都市計画・歴史的風土分科会
の都市計画部会  都市計画基本問題小委員会から
2023 年 4 月に「中間とりまとめ」が公表されました。そこ
ではコンパクト・プラス・ネットワークの現状と課題を踏ま
え、様々なことが指摘されています。またこれを受けて、
国土交通省のコンパクトシティ形成支援チームでは、コ
ンパクトシティの更なる高質化に向けて検討が進められ
ています。 
 このような状況のもと、本フォーラムでは国土交通省よ
り上記の「中間とりまとめ」や今後の施策の方向性につ
いてご解説いただくとともに、全国で第 1 号の立地適正
化計画を策定されました箕面市より、北大阪急行線延
伸というエポックを迎えられることを機にコンパクト・プラ
ス・ネットワークのこれまでとこれからの取り組みについ
てご紹介いただきました。さらに都市計画・交通計画が
ご専門の有識者を交えて、サステナブルシティ実現に向
けて意見交換を行いました。 
 
【主催】 
公益財団法人都市活力研究所 
【後援】 
国土交通省近畿地方整備局 
一般財団法人都市みらい推進機構 
【日時】 
2024 年 03 月 21 日(木)16 時～18 時 30 分 
終了後、交流会 
【開催場所】 
グランフロント大阪ナレッジキャピタルカンファレンスル
ーム C01+C02 
大阪市北区大深町 3 番 1 号 グランフロント大阪 ナレ
ッジキャピタル タワーC8 階 
 
【講演録】 
講演 1 国土交通省 官房技術審議官(都市局) 菊池雅
彦氏 
  「コンパクト・プラス・ネットワークのこれまでの取組み
と、高質化に向けて」 
 
１．コンパクト・プラス・ネットワークのこれまでの取り組
み 
まず 2013 年度の大阪府の職員採用試験をご紹介し

ます。一次試験の小論文でコンパクトシティが問われま
した。内容は、「これまでのまちづくりが見直されている。
このようななか、さまざまな都市機能がコンパクトに集積
し、アクセスしやすい『歩いて暮らせる』まちをつくろうと
するコンパクトシティの考え方がある。これについて、(1)
必要とされる背景、(2)実現で得られるメリット、(3)実現
するための課題と対応策についてあなたの考えを述べ

なさい」という問題です。今日は、この問題を解きながら、
コンパクトシティを考えていくというかたちの講演にした
いと思います。 
 人口減少時代のまちづくりとは何か。ある地方都市の
事例ですが、人口が減少する中でも郊外は人口が増え、
まちの真ん中の人口が減って空き家が増えているという
状態になっています。このような状況から、政策の方向
性としてコンパクトシティの考え方が生まれてきました。
低密度な市街地が拡散したり、公共交通の維持が難し
くなったりする状況に対して、まず利便性の高い交通施
設をきちんと軸としてつくって、そしてその周りに住宅や
公共施設を誘導していこうという考え方です。 

このコンパクト・プラス・ネットワークのための計画制
度が地域公共交通計画と立地適正化計画です。まず地
域公共交通計画で都市の骨格となる交通軸のサービス
をきちんと確保するための計画をつくっていただく。そし
てその沿線に都市の機能、具体的には福祉・医療・商
業などの施設の立地を促すとともに居住も誘導していく
ということを組み合わせて行っていこうというのが、立地
適正化計画と地域公共交通計画の制度になります。 
これまでのまちづくりは都市計画法に基づく都市計画、

いわば規制と行政よるインフラ整備で都市の規模の拡
大をコントロールするというものでした。それに対してこ
の立地適正化計画は、民間に対する経済的インセンテ
ィブ、例えば規制緩和、税財政などの規制誘導措置に
よって住宅・医療・福祉・商業などの機能の立地を誘導
していくという制度ということで、この 2 つを組み合わせ
て行っていくのがコンパクトシティに向けたまちづくりに
なります。 
立地適正化計画の策定状況ですが、504 都市で計画

を作成、公表しています。地域公共交通計画はこれまで
に835件つくっているのですが、実は地域公共交通計画
を立地適正化計画と合わせてつくったのは 386 市町村
にとどまっていて、これらを一緒につくっていくということ
が課題になっています。 

このようなコンパクトシティの取り組みは多くの分野に
またがります。まず地域公共交通との連携もありますし、
それから都市の機能を具体的に誘導するための公共施
設の再編、その核となる医療・福祉・子育ての施設や教
育の施設、そして中心市街地の活性化も問題になりま
すし、居住の誘導は住宅になります。そして防災も関係
しますし、郊外は都市の農業、そして 1 つの市町村だけ
でなく広域連携といった取り組みも重要になってきます。
このように多くの分野にまたがるので、国ではコンパクト
シティ形成支援チームを設けて、省庁横断的に支援して
います。 

このようなことを踏まえて先ほどの試験問題の解答を
考えてみると、まず背景としては人口減少・高齢者の増
加、そして市街地が拡散することで、都市の生活を支え
る機能が低下したり、地域経済が衰退したり、財政状況
が厳しくなるという背景が上げられます。このコンパクト
シティの実現で得られるメリットとして、例えば生活利便
性の維持向上、そして地域経済の活性化、行政コストの
削減、地球環境への負荷軽減などが挙げられます。実
現への課題への対応策としては、集約・誘導のための
経済的インセンティブという措置や関係部署が連携する
体制を構築すること、市民の必要性に対する理解を得
ること、先進的な都市の取り組みの共有・展開を図ると
いったことが挙げられます。以上は地方都市の例なの
ですが、大都市においてコンパクトシティが必要とされる



背景・メリットを述べなさいとなるとかなり難しくなります。
ここについてこれから触れていきたいと思います。 
 
２．箕面市の立地適正化計画の特徴 
全国の立地適正化計画第 1 号の箕面市の立地適正

化計画を通して、大都市圏のコンパクトシティを考えて
みたいと思います。箕面市は西部から市街化が進み中
部、東部、北部と順に市街地が形成されました。人口の
状況は西側が最も人口が多く高齢化率が高くて、中部・
東部は比較的平均的な年代構成で、北部は最も高齢化
が低く若い人が多いまちになっています。これが20年後
にどうなるかというと、西部地域は人口が 15％ぐらい減
って高齢化率が上がる。中部地域も人口の減少が始ま
るけれども、西部ほどひどくはない。東部地域は引き続
き人口が増えるけれども年少人口が減少して、北部は
比較的人口が増加して若い人が多いまちだというかた
ちで、同じ市のなかでも人口の構成を見るとかなりまち
の様相が変わってくるというのが分かると思います。 

箕面市の立地適正化計画のポイントは、このような地
域によって異なる将来の人口構成に対して先手を打っ
て、その人口特性に対応した機能を各拠点に導入して
いこうということです。例えば西部については人口呼び
戻しのための居住の誘導のための施設を誘導する。中
部や東部は、将来の高齢化に対応するような施設を戦
略的に誘導していこうということが立地適正化計画のポ
イントになっています。 

このような機能の再編を、市の中心部での拠点機能
の強化と公共交通ネットワークの再編をしっかり組み合
わせて行うとともに、山麓部で災害リスクが高いところは
居住誘導区域外にして防災性の向上と緑の保全を図る
というのが箕面市の立地適正化計画の特徴です。これ
は大都市圏の立地適正化計画のモデルになると思って
いて、全国第 1号でこのような計画をつくっていただいた
ことが、全国の大都市圏での立地適正化計画の普及に
大きく役立ちました。 
 
３．都市機能の集約と公共施設の総合管理 
コンパクトシティの施策を進める事業の１つが都市構

造再編集中支援事業で、これは市町村などに対して都
市機能誘導区域内や居住誘導区域内に誘導施設の立
地を進めるとき、あるいは公共施設の整備や防災力の
強化の取り組みなどを進めるときに支援する制度です。
例えば郊外にあった小学校をまちのなかに集約・再編
するというようなことに対して文部科学省が助成する制
度のほかに、まちなかに立地する場合は国交省からも
助成するというところがこの制度のポイントになっていま
す。病院をまちなかへ再編する場合も同様に、まちの中
に立地するとなると当然コストが上がりますので、その
分を国交省が支援するという制度になっています。具体
的には寝屋川市で、病院と小中学校をまちなかに移転
するときに、この事業を使っています。また大東市では
駅周辺に子育て世代用の送迎保育ステーションなどを
整備する際に、この事業で子育ての環境整備に取り組
んでいただいています。 

こういうことに取り組もうとすると、公共施設の総合管
理計画と連携していく必要があります。公共施設の総合
管理計画は、主に税財政の負担軽減・平準化を目的と
して、公共施設の更新・統廃合・長寿命化を計画的に実
施するための計画制度ですが、将来のまちの姿と連携
していくことが必要になります。そのような場合に立地適

正化計画制度、つまりコンパクトなまちづくりを推進する
ために生活サービス機能と居住機能を誘導する区域を
設定して、そしてこのような公的不動産と連携して集約・
再編を進めていくという取り組みを行っています。 
 
４．「安全なまちづくり」への対応 

最初にレッドゾーンとイエローゾーンについて簡単に
ご紹介します。レッドゾーンは例えば災害危険区域など、
住宅などの建築や開発行為の規制がある区域です。一
方イエローゾーンは例えば浸水想定区域など、建築や
開発等の規制はないものの、警戒避難体制の整備を求
めている区域になります。その上で安全なまちづくりの
考え方については、先ほども申し上げましたが、規制と
誘導の組み合わせというのが基本的な考え方になって
います。災害ハザードエリアにおける開発を抑制しつつ、
一方で移転を促進するということで、立地適正化計画の
なかで防災の考え方を入れて、そして災害ハザードエリ
アからの移転を進めていくという取り組みを進めていま
す。 
一方で、日本では川沿いに都市ができてきたので、

ハザードのなかにどうしても市街地が出てきます。その
ために防災性の観点を入れたまちをつくっていくという
観点も大事ですので、立地適正化計画の記載事項とし
て防災指針を位置づけて、具体的に災害ハザードがあ
っても人がある程度住むというところについては、防災
まちづくりの将来像・目標を明確にしてハード・ソフト両
面から安全の対策を位置づけて整備を行うことにしてい
ます。具体的にはハザードの予測状況と、施設の立地
状況を重ね合わせて、検討を進め方向性を防災指針と
して立地適正化計画のなかで位置づけていくという制度
になります。 
 
５．まちなかの再生（スポンジ化対策とウォーカブル） 

続いて、まちなかの再生についても少しご紹介します。
日本の各地の中心市街地で低未利用の不動産が問題
になっています。一方で、そこはいろいろな都市の機能
を誘導するための種地でもあります。そこで都市のスポ
ンジ化対策として都市再生特別措置法の一部を改正し
て、そのエリアでコーディネートや土地の集約を進めて
います。具体的には、土地区画整理事業の集約換地を
進めていって、低未利用地を柔軟に集約して使っていこ
うという取り組みも進められています。いろいろな都市の
機能を受け入れるように市街地を活用するために、小
規模で機動的に敷地を再編していこうという取り組みを
現在進めているところです。参考「柔らかい区画整理の
手引き」 
https://www.mlit.go.jp/report/press/toshi08_hh_000064.
html 
また、魅力のあるまちをつくるために、居心地がよく歩

きたくなるまちなかの創出を図るための法改正も行って
います。官による街路などの公共空間の改変と、民によ
るオープンスペースの提供・利活用というようなことを一
体的に組み合わせて魅力のあるまちをつくって、そこに
いろいろな機能を誘導していこうという取り組みです。こ
のために、まちなかウォーカブル推進事業をつくって予
算的な支援も行っていますし、またウォーカブル税制と
いうことで税財政の支援も用意しています。参考「ウォー
カブルポータルサイト」 
https://www.mlit.go.jp/toshi/walkable/index.html 
 



６．コンパクト・プラス・ネットワークの高質化・多様化 
 今後の高質化・多様化については、都市計画基本問
題小委員会の中間取りまとめの概要をお話したいと思
います。多様な価値観、社会の変化を包摂するまちづく
りを目指してということで大きく 3 点、環境への配慮・デ
ジタル技術の活用、都市構造の検討、身近なエリアの
魅力向上ということが挙げられています。特に都市構造
の検討では、多様な暮らし方、働き方に応じた実効性の
あるコンパクト・プラス・ネットワークをさらに推進していこ
うということが謳われています。 
 そのなかの論点の 1 つが都市の骨格となる公共交通
の軸の確保です。都市の骨格となる公共交通の軸と、
それを支えていく拠点整備を、一体的・即地的・具体的
に定めて連動して施策展開をしていく必要があります。
実際に立地適正化計画における公共交通の取り組み
の位置づけというのはまだ具体的な事例が少ないです
し、抽象的な事例を記載しているところを入れてもまだ
数が少ないという状態です。 
 論点の2つ目は、この公共交通の軸と連携した地区内
交通と魅力的な空間形成です。都市の中心部のみなら
ず、住まいの近傍の拠点においても魅力的な都市空間
をつくるための取り組みを行っていく必要があります。 
論点の 3 つ目は、多極・多層的かつ集約型の拠点に

おける都市機能誘導区域や誘導施設の在り方です。都
市の中心部以外の公共交通軸上の拠点、それから住ま
いの近傍における都市機能誘導区域の設定について、
もう少し多極・多層的な拠点の区域を前提として誘導施
設の設定も行っていくべきではないかということを考えて
います。 
そして論点の 4 つ目として、公共交通の軸と連携した

産業・雇用の場の位置づけです。特に地方部ですと工
場はやはり非常に大事ですので、公共交通軸上に存在
する産業・雇用の拠点を立地適正化計画に位置づけて、
公共交通の軸と連携して政策を進めていくべきではない
か、このようなことが論点として提示されています。 
 
７．まとめ 
最初に紹介した大阪府の職員採用試験ですが、コン

パクトシティは医療・福祉・財政といった多くの分野にま
たがるので、受験者全員に問うというのは非常にいい問
題ですし、それから大阪府というような大都市でもこのよ
うなコンパクトシティの考え方が必要なのだと改めて思う
わけです。 

コンパクトシティ施策はまちづくりに関わるさまざまな
関連施策と連携した総合的な取り組みです。居住機能
と都市機能を適正に配置することで、人口の減少化、高
齢化社会でも将来にわたって持続可能な都市をつくる
ための政策手法と言えると思います。今後さらなる高質
化・多様化に向けて取り組みを進めていくことを考えて
いますので、ぜひ皆さま方もこのような施策にご理解、
ご協力をいただければと思っています。 
 
 
講演 2 箕面市 副市長 柿谷武志氏 
     「鉄道延伸で加速させるまちづくり 
～ネットワーク・インナー・コンパクトシティ～」 
 
１．箕面市の概要 
 立地適正化計画については箕面市が全国で初めて策
定・公表しましたが、菊池技術審議官と、今日お見えの

土井先生にも当市の都市計画審議会の小委員会では
いろいろとご指導いただいて作成したものです。あれか
ら 8 年、リーディングプロジェクトの北急延伸を着工して、
今月の 23 日に開業する運びになりました。今日は、そ
の鉄道延伸で加速させるまちづくりについてお話したい
と思います。 

まず箕面市の概要ですが、大阪平野の北端の山麓
部に位置しています。山麓部ということで箕面市の面積
の 6 割が森林、宅地は 2 割程度となっています。住宅都
市として発展してきた箕面市では住み続けたいまちのラ
ンキングでは大体上位のほうに入っています。箕面市
の強みとしては、住環境・緑、安全安心・子育て・健康、
そして幹線道路があるということで非常に広域移動が便
利ということが挙げられます。反対に公共交通が不便で
あること、また商業施設が少ないということが弱みとして
言われています。箕面市では、そのような弱みを改善し
て強みを伸ばしていこうということがまちづくりの方向性
の根底にあります。 
 
２．箕面市立地適正化計画 
箕面市の立地適正化計画の基本コンセプトは、豊か

な緑と交通インフラや抜群の利便性といったところを両
立させていきたいということです。都市の構造としては、
縦の公共交通軸を骨格構造として、そして横に東西の
ネットワークをつくっていこうという方向性を示しています。
箕面市の立地適正化計画では、将来の人口構成の変
化に対して、公共交通のネットワークの再編や拠点施設
の整備で先手を打つまちづくりを進めていこうと考えて
います。市の中心部で拠点機能を強化していこうという
ことで、中部都市機能誘導区域にホールや病院を持っ
てきます。北部・西部・東部については、地域別の人口
特性の変化に対応した機能を確保していこうという考え
のもとで設定しています。 
公共交通軸の設定については基幹的公共交通軸を

北急延伸でまず確保します。それと西側の鉄道と東側
のモノレールといった両側の公共交通軸とのアクセスを、
路線バスを再編して東西移動を確保していきます。そし
て路線バスを補完するためのコミュニティバスとデマンド
バスによって、日常生活の移動を確保していこうという
考えのもとに進めています。 

立地適正化計画を平成 28年に制定したあとの取り組
みですが、まず鉄道工事を同年に着工して、この度開
業します。それと並行してバス路線の再編を市民参加で
検討しています。誘導施設の整備については、北部は
新市街地でもありますので、専門学校、診療所や商業
施設を誘致しています。中部については、基幹的な施設
を配置するということで取り組んできました。西部・中部・
東部でどのような誘導施設を整備していくのかということ
を、このあと説明していきたいと思います。 
 
３．北大阪急行延伸事業の概要 
 北大阪急行線の延伸事業の概要ですが、千里中央か
ら北へ 2.5 キロ延伸し、2 つの新駅をつくります。整備手
法としては、南側の地下区間は鉄道事業法によって北
大阪急行電鉄が整備をします。北側の高架区間は軌道
法で整備します。軌道法というのは、モノレール事業と
同じ考え方でして、インフラについては特殊街路として
箕面市が整備をする、インフラ外については北急が整
備をするという手法を使っています。事業費については
874億円で、そのうちまず鉄道事業者が採算性を確保で



きる金額を 110 億円として、これを除いた残りの 2 分の
1 を国と地方で負担するということで事業の枠組みが出
来上がりました。 
 運賃については、新線加算運賃を 60 円と認可を受け
ています。北急の初乗りが 100円ということですので、新
線区間は初乗りが 160 円となります。しかし、バスに乗
って新線を利用される方はトータルの交通費が上がって
しまいます。これについては時間短縮効果を金額に変
えて説明をしてきました。効果額が 1 分あたり 39.2 円と
いうことで試算していまして、最大 12 分の短縮効果があ
りますので、貨幣換算で最大 470 円の時間短縮効果が
ありますという説明をするとともに、学生に対してはやは
り一定の緩和措置が必要ということで、通学定期運賃の
増加分の 50％を補助するという制度をつくりました。 
 874 億円の投資効果があるのかという点では、初期効
果としては 3,227 億円、年間の経済効果としては 614 億
円あるということで説明してきました。特に地価上昇のと
ころは、箕面市域で当初 445 億円上昇するだろうという
ことをヘドニックアプローチ法で算出しました。工事が始
まるにつれて地価はどんどん上昇して、再度試算すると
900 億円を超える効果が出ているという状況です。 
 鉄道に実際に乗っていただくために、開業前から機運
醸成に取り組んでいます。これについては夜間人口の
増と、観光で昼間人口を増やしていこうという考え方で
すけれども、観光に来ていただいた方が、こんなまちに
本当に住みたいと思ってもらえるような、そんな仕掛け
を箕面市ではいろいろと考えています。また、本人だけ
ではなくて、子や孫にも住まわせたいと思ってもらえるよ
うな仕掛けを観光客の方にもしていこうとしています。 
 
４．バス路線の再編 
バス路線の再編については、これを市民参加で検討

したということで、これを受け入れていただきました阪急
バスには本当に敬意を表したいと思います。次にコミュ
ニティバスの再編については路線バスを補完するという
意味もありますので、路線バスのルートが決まったあと
に、さらに市民参加で検討しています。 
路線バスの再編ですが、箕面萱野駅からすぐ北側の

山麓部に UR 都市機構が開発した団地があります。これ
は駅勢圏でいうと 1 キロ圏内ということで、当初阪急バ
スはパーソントリップ調査から見ると、ほんの数パーセ
ントしかバスに乗っていないということで廃止の方向性
を示されていました。一方、箕面市のほうでは路線バス
の利用者に対して全数調査すると、一定乗るということ
が分かっていますのでここは阪急バスに受け止めてい
ただいて、社会実験をしていこうということになりました。 

社会実験を行う路線については、一定期間見た上で
乗らないところについては廃止・減便等をしていこうと考
えています。コミュニティバスは 1 年間の実証運行を行
いましたが、路線バスでそれをやると莫大な費用がかか
ってしまいますので、3 カ月で見ていこうと思っています。
基本的な評価基準ですが、収支率 100％を基準にして
いますが、市民の方々に分かりやすいように 1 便当たり
の乗降客で示しています。3 カ月経ったときに 60％以下
であれば減便して、将来は廃止していこうとか、80％以
上であれば社会実験もう少し続けていこうとか、細かい
ことを設定しております。今回 3 カ月という短い期間でど
んどん評価して見直していきます。 

オレンジゆずるバスの評価は収支率 50％を基準にし
ています。これはいろいろなところのコミュニティバスで、

収支率が 2 割とか 3 割のところはありますが、基本的な
考えは利用者、市民と行政はお互い 1 対 1 で負担し合
おうという考えのもとに 50％を基準にしています。これを
切っていくと、路線を見直すか運賃を上げるという考え
方で進めています。 
 
５．新駅周辺のまちづくり 
次に新駅周辺のまちづくりですが、箕面船場阪大駅

前の駅前は、もともと船場団地組合が個人施行の土地
区画整理をしたところです。これを駅ができるということ
で大街区化するために、駅前地区については再区画整
理を実施して阪大箕面キャンパスやホール等の用地を
確保しています。 
箕面船場エリアでは、大きく 2 つの拠点を考えていま

す。文化芸能・国際交流拠点には、阪大の外国語学部
を誘致するとともにホールや図書館も整備しました。ま
た健康寿命の延伸ということで阪大と市と船場団地組
合が連携して、阪大が開発した測定機器を活用して健
康チェックをして、予防、改善方法を提案していこうとい
う取り組みを行い、アクティブな高齢者が活躍できるまち
づくりを進めていこうと考えています。 
市立病院の移転ですが、新市立病院は令和 10 年の

開業を予定しています。医療については北摂医療圏域
というのがありますので、そこで再編統合を考えていま
す。吹田市域の民間病院と再編統合するということで進
めておりまして、急性期病床は現在 267 床ですが、新市
立病院では 390 床に増床します。これについては府下
の公立病院で初めて全室個室の病院になります。また
令和 7 年度から現在の市立病院は指定管理制度を導
入するということで、市の負担は実質ゼロ、つまり政策
的医療のところにだけは市の財政から支出しますが、そ
れ以外は民間で経営していただくということを考えてい
ます。 
文化芸能劇場ですが、これはPFI事業で整備しました。

普通、公共のホールは、運営経費がかかるというところ
ですが、今回、先に運営予定者を決めたということで、
箕面市の経費は実質ゼロにしております。運営予定者
と一緒になって要求水準をつくったうえで、運営予定者
が SPC に必ず一緒に入るということを条件づけて PFIを
募集したという状況です。これに伴って観客だけではな
くて演者やスタッフにとってもすごく使い勝手の良いホー
ルになりました。今後、北急が開業しますとどんどん興
行を打っていただきたいと考えています。 

図書館は全国で初めて大学図書館の機能を持った
公立図書館です。これについては阪大に指定管理者に
なっていただきました。次に同じ棟にあります生涯学習
センター、これも阪大に指定管理者になっていただいて
います。これはなぜかというと、授業で使ったりとか、学
生がサークルなどでも使ったりできるようにすることも踏
まえて指定管理者になっていただいています。このあた
りは、市は指定管理料をお支払いしていないという状況
です。 

箕面萱野駅はバスターミナルのある駅になりますの
で、交通広場の都市計画決定を打って、その上に駅前
ビルを建てています。これは立体都市計画の制度を使
って駅前ビルを民間でつくっていただいたという状況で
す。 
 
６．これからの箕面市のまちづくりの展開 
箕面市の西部には明治時代に開業した阪急箕面線



があります。その箕面線では観光客がどんどん減ってき
ていますので、観光戦略で打って出ようと考えています。
中部はエリアマネジメント、東部は阪大跡地活用や、都
市区画整理事業を進めていきたいと考えています。 
中部のエリアマネジメントについてご説明します。昭

和 45 年から船場団地において船場団地組合が今まで
エリアマネジメントをしてきたのですが、物流のまちから
人が集うまちに変わるということでいろいろなことを仕掛
けていかないといけない状況です。ただ、船場団地組合
にはそういうまちづくりのノウハウがないということもあり
ますし、組合ですので意思決定がどうしても遅くなってし
まいます。そういうことでまちづくり会社をつくってエリア
マネジメントをしていこうと考えられています。このまちづ
くり会社を継続的に支援していく枠組みを箕面市のほう
で考えていまして、例えばこのエリアの市営の駐車場の
指定管理者になっていただいたりといった工夫を考えて
います。 
次に西部の阪急箕面線ですが、一番多いときで 1 日

5 万人の乗降客があったのですが、今は 2 万 7,000 人と
いうことで、テコ入れをするために、再開発ビルの建て
替えを計画しています。ここでは敷地売却制度を活用し
て建て替えを進めようとしています。なぜ敷地売却を選
んだのかというと、土地の権利関係が複雑になると建て
替えの支障になるということで、土地は箕面市が全て所
有しようという方向性で動いています。 
さらに東部のまちづくりですが、大阪大学箕面キャン

パスの跡地を箕面市がいったん所有して公募しました。
公募するにあっては、相当民間の方々と対話しています。
跡地活用で得られる賃料で AI オンデマンド交通を実証
運行しようと考えています。これは平成 6 年度から運行
するということで、急勾配で高齢化率が高いところ、また
コミュニティバスが通ってないエリアを想定しています。
また川合・山野口地区にはモノレールが通っているので
すが、箕面市域には駅がありません。平成 12 年にモノ
レールを整備するときに新駅の計画があったのですが、
新駅をつくるためには区画整理をすることが条件でした。
そのとき区画整理事業をしようとしたのですが、地権者
の方々が土地活用に不安を抱かれて結局断念したとい
う経過があります。今回は事前に誘致施設の目処をつく
ろうということで相当いろいろなところとお話をして一定
方向性が見えたというところで、今回一気に区画整理事
業が動きました。北米の倉庫型の商業施設が立地する
予定で現在計画を進めています。 
最後に箕面市のほうでも自治体DXに取り組んでいま

す。暮らしの DX と教育の DX、市役所の DX という 3 つ
の視点で取り組んでいます。特に教育については生徒 1
人に 1 台タブレットを配布して子どもの心の状態を泣い
ている顔や笑っている顔のボタンを押してもらうことで、
変化を早く察知して対応していくということや、文科省の
モデル事業で AI カメラとマイクを使って先生と生徒の目
の動きや発話率を分析して質の高い授業にしていこうと
いうことに取り組んでいます。 
 
 
パネルディスカッション「サステナブルシティ実現に向け
て」 

パネリスト 
   国土交通省官房技術審議官(都市局) 菊池雅彦氏 
   箕面市 副市長 柿谷武志氏 
    

大阪大学大学院工学研究科 地球総合工学専攻 
交通・地域計画学 教授 土井健司氏 

立命館大学 理工学部 環境都市工学科 
教授 岡井有佳氏 

司会 
  株式会社新都市二十一 理事 瀬渡比呂志氏 
 
有識者コメント① 
大阪大学大学院工学研究科 地球総合工学専攻 
  交通・地域計画学 教授 土井健司氏 
 
先ほど柿谷副市長様からご案内がありましたが、箕

面市の立地適正化計画については、私が審議会で取り
まとめの委員長をさせていただきました。そういう意味で
第 1 号に携われたというありがたい立場でした。またこ
の前後では、国土交通省都市局の菊池さんにも大変お
世話になりました。箕面市の立地適正化計画の最大の
特徴は、大都市型のものだということです。地域別の人
口特性の変化を細かく見ていきながら、先手を打つまち
づくりを行うというのが非常に重要です。先手を打ちな
がら、人口属性が違うところを循環させていく。もちろん
周辺の自治体との循環ということも含めますが、機能や
アクティビティ、そしてライフスタイルのつながりを生んで
いくということが重要です。またコンパクトだけではなくて
ネットワークという発想が重要だというふうに認識しまし
た。 
そして連携を図るだけではなくて、やはり市民の声を

しっかり聞いていこうということで、誘導区域外の配慮が
あるのだろうかという声がたくさんございました。また、
障害者への視点がほとんどないではないかということで、
通所型の障害者施設も都市施設として考慮しました。そ
して、そこまでしても拠点エリアが優遇されすぎているの
ではないかという声もありました。こういった意見に丁寧
に説明しながらつくり上げたものですが、この地域の特
徴に応じたというのが市民の方々に一番響いたのでは
ないかと感じています。 

箕面市が立地適正化計画をつくった 2 年後に、他の
自治体の策定状況はどうだろうかということを調査しま
した。そこで周辺の自治体と連携していますかという質
問では、やはり連携は大変難しいということでした。そし
て、外部への業務委託ということでも自治体内部で行っ
ていたのは 2 年後でも箕面市のみでした。ほとんどの作
業を委託するというところが多かったのですが、これで
はきっとつくったあとうまくいっていないのではないかと
いうふうに考えております。 

そして立地適正化計画というのは、さまざまな計画に
横串を刺すものです。学際的にいうと連立方程式を解く
ということで、箕面市の場合には、この立適で 9 つの連
立方程式を解こうというところでした。どんなところと連
携しているかというのを見てみると、交通や教育などの
分野で連携効果が期待されるし、防災というところも多く
の自治体ではすでに意識されていました。私が箕面市
の立適に関わって、その数年後までのところで、やはり
都市全体のマネジメントにおいて非常に大きなツールと
なり得るということが分かりましたし、しかし、連携できて
ないところがあるとかコンサルタントに投げてしまってい
るようなところもあるというようなところが気になったとこ
ろでした。 
 
 



有識者コメント② 
立命館大学 理工学部 環境都市工学科 
  教授 岡井有佳氏 
 
今日のテーマであるサステナブルシティとは何なのか

というと、社会面・経済面、環境面で未来の子どもたち
が私たちと同じ環境を享受しながら生活できるということ
が基本的なコンセプトかなと思います。私たちは今後ど
ういった社会に生きていくことになるのかというと、人口
減少ということを考えざるを得ない、これはある意味マイ
ナスの要因かもしれません。一方プラスの要因としては、
テクノロジーが進化すると自動運転ができたりとか、遠
隔でいろいろなことができるようになります。最近は
SDGs の推進ということで脱炭素であるとかエネルギー
消費を減らすということが言われています。ダイバーシ
ティとかインクルージョン、デジタルトランスフォーメーシ
ョンというような言葉も最近よく聞きますし、グローバル
化はもう必然になっています。 

このように将来、何が発生するのかということを考え
ながらこれからの都市像をつくっていくことが当然必要
になってくるわけですが、それらを都市計画の世界に置
くと、それはまさにコンパクト・プラス・ネットワークという
ものを目指していくということに異論はないと思っていま
す。立地適正化計画というのは、その実現のための手
段の 1 つとなり得るだろうと考えています。 
立地適正化計画の課題ですが、公共交通を中心とし

て都市機能誘導区域と居住誘導区域の設定がなされる
べきところですが、実際にはかなり少ない自治体でしか
そこが考慮されていないというお話も菊池技術審議官
からあったと思います。また、人口密度や、インフラの整
備状況、公共施設等の都市機能がどこに立地している
のかとか、災害リスクなどを踏まえながら 2 つの区域を
設定する必要がありますが、実際にはどうなっているの
だろうか。また誘導施設が適切に設定されているのかど
うか。誘導区域外に施設が立地しようとする場合には、
届出勧告制度により誘導できるということですが、そうい
った緩やかなコントロールが実際に機能しているのかど
うか。住民の方が、居住誘導区域だからここに住もうと
考えるのか、民間企業が都市機能誘導区域なので誘導
区域内に施設を設置しようと思うのかどうか。実際に運
用面において本当にそれが可能になっているのだろう
かということが少し疑問点としてあります。 
誘導区域がどのように設定されているかというデータ

ですが、市街化区域に対する居住誘導区域の面積の割
合については、市街化区域の 7 割以上が居住誘導区域
になっているという自治体が過半数あるというようなデ
ータになっています。このように居住誘導区域は、かな
り広く設定されているというのがよく知られています。 
都市機能誘導区域は狭く設定されていますが、誘導

施設の集約が進んでいるのでしょうか。これは 2022 年
度に学生が調査してくれた内容ですが、関西で立適を
つくっている 65 自治体にアンケート調査を行いまして、
誘導施設がどこに立地していますかと尋ねました。全部
で223施設が立地していますが、そのうち誘導区域内が
134 施設で、残りの 89 施設が誘導区域外に立地してい
るという結果でした。では実際に誘導区域内の 134 施設
というのが、本当に自治体が誘導したと言えるものなの
か、それともたまたまなのかということをさらに調べたと
ころ、16 施設に限定されているというような実態が分か
りました。そういう意味でも誘導ができているということ

はなかなか言いづらいのではないかという結果です。 
一方で、都市機能誘導区域外に立地した誘導施設と

いうものがどういうものだったのかというのも調べたとこ
ろ、子育て支援施設だったり、診療所や福祉施設、商業
施設といったようなものが出てきました。これらが本当に
都市機能誘導区域にしか立地してはいけないのかとい
うことを考えたときに、こういった施設はむしろ人が住ん
でいるところに必要な施設なので、都市機能誘導区域
だけではなくて居住誘導区域にも立地してよいのではな
いかと考えています。 
ここで立地適正化計画の可能性を考えてみたいと思

います。居住誘導区域に人口が集約されたらいいと言
いつつ、その区域が広ければあまり意味がないというこ
とになります。札幌とか弘前、岐阜、東近江、枚方、金沢
の自治体は、実は独自の居住区域というのを設けてい
ます。そういったところは比較的、居住誘導区域の面積
割合が小さくなっているということが言えますので、居住
誘導区域 1本ではなくて、濃淡のある居住誘導区域とい
うのを設けるということも必要かもしれません。また客観
的な指標を用いて区域設定していくことで、住民に対し
て説明ができることに留意するとともに、先述のとおり誘
導施設の設定については都市機能誘導区域だけでは
なく、居住誘導区域に必要な施設というのも設けるとい
うのも一案です。さらに誘導だけで届け出・勧告がほと
んど機能していないということから、少し規制のほうにも
舵を切るべきなのではないかと思います。 
サステナブルシティというテーマで、どういうことを目

指していくのかという点では、やはり車を使う今までの生
活パターンから、公共交通を中心としたまちづくりをして
いくというのが、当然に目指すべき方向性ということにな
っています。一方でウォーカブルシティという話もありま
すが、歩くだけで生活が全て成り立つというのは不可能
でして、鉄軌道の駅には行けなければいけませんし、と
にかく公共交通が重要です。パリやメルボルンで 15 分
都市というようなことも言われておりますけれども、自分
たちの住んでいるネイバーフッドの魅力を高めていって、
可能であればそのなかで生活ができれば、そこに住む
住民の住環境はよくなっていくと思います。そのために
用途をミックスしていく。例えば 1 つの建物のなかでもい
ろいろな機能を持たせていくということも必要になってく
るのではないでしょうか。 
 
意見交換 
 
瀬渡氏：まず箕面市が全国第 1 号の立地適正化計画を
つくられたことについて振り返ってみたいと思います。土
井先生の先ほどのお話にもありましたけれども、直接関
われたなかで、箕面市の立地適正化計画について補足、
あるいはご意見がありましたら一言お願いします。 
土井氏：現時点で思うことは、やはり立地適正化の問題
と公共交通の問題を両輪としてまちづくりを行っていく必
要性が、10 年前よりもはるかに高くなってきていると思
います。そして公共交通については、1 本 1 本の鉄道路
線とかバス路線を維持するということよりは、ネットワー
クを維持することが大変難しくなってきています。ネット
ワークは当然のことながら 1 つの自治体の範囲で収ま
るものではなくて広域的につながっているので、都道府
県単位での地域公共交通計画というのが重視されてい
ます。 
他方、立適のほうは、まだまだ 1つ 1つの自治体の努



力で行っているわけで、周辺の自治体との連携もそれ
ほど積極的に行われているわけではありません。立適
はもう少し広域化の方向も考えながら、少し広い空間的
な範囲で都市の持続可能性を高めていくような方向に
進んでもいいのではないかと感じています。 
瀬渡氏：岡井先生、今の土井先生の話も踏まえながら、
ご意見ありましたらお願いします。 
岡井氏：阪大の跡地をいったん市のほうで買い取ったと
いうお話が柿谷さんからあったと思います。そういうこと
をすることで都市機能誘導区域のなかに誘導施設を計
画的に立地することができるということで、非常に評価
できると思っています。先ほども言いましたように、誘導
施設というのはなかなか誘導できていなくて、公共用地
がないから誘導のしようがないということもその理由とし
て言われますので、まずその種地をつくるということが
大事だと思っています。それによって、誘導施設の誘導
が進むことがいいことだと考えています。 
瀬渡氏：菊池技術審議官のご講演のなかでも、箕面市
の立適にも触れておられますが、改めて振り返ってみて、
特にこの点はというようなことでご指摘いただけることが
ありましたら、ご発言いただけませんでしょうか。 
菊池氏：とてもよかったと思っている点は、第 1 号であり
ながらサステナブルという観点がちゃんと箕面市の立地
適正化計画には入っていることだと思っています。人口
の減少とか、いろいろな地区ごとに起きる問題に対して
先手を打つまちをまさしくつくっていこうというのが、箕面
市の立地適正化計画だと思っています。当時の倉田市
長は、「西部は古くて高齢化してこれから人口が減る。
中部はこれから高齢化が始まる。東部はまだ新しい。だ
から西部のまちにテコ入れして若い人が住んでもらえる
とそこが活性化する。そうこうしているうちに中部が今度
高齢化してくる。そこは今から手を打っておいて、いずれ
はまたそこに若い人が入ってくるようにする。そうこうし
ているうちに一番新しい東部が今度は高齢化してくる。
今度そこにテコ入れをする。そうすると今度は西部が…
となっていって、西部・中部・東部でぐるぐると常にテコ
入れをしていけば、箕面市としてはずっとサステナブル
なまちになるんだ」というような話をされていたので、そ
れは立地適正化計画ですよ。一緒につくっていきましょ
うという話を最初にさせていただきました。このような機
能の誘導配置の方向性を明確にした計画が大都市郊
外ででき、そういうなかで交通との連携や、また防災と
いう観点も入った計画になっていますので、大都市郊外
の立適のモデルにもなりました。 
 一方で、課題は今土井先生からお話がありましたよう
に、どうしてもやはり自治体ごとに立地適正化計画をつ
くることでして、本来であればもうちょっと広域的に隣の
まちとの関係を見ながら、隣のまちと連携して作成して
いくことが必要になってきますが、まだわれわれとしてそ
れは十分できていないと思っています。そういう点も実
はコンパクトシティの高質化において、今日ちょっとお話
しできませんでしたけれども、対応しなければいけない
論点には入っておりますので、しっかりとやっていきたい
と思っています。それから今までは都市機能誘導区域を
中心に都市機能を誘導してきたのですが、これからはご
指摘がありました居住誘導区域内のいろいろな拠点に
ついても手を入れていきたいと思っています。この 10 年
立地適正化計画を進めてきて、このような点について、
さらに高質化を図っていかなければならないと思ってい
ます。 

瀬渡氏：柿谷様、今後コンパクト・プラス・ネットワークの
高質化というような議論があるなかで、どういう方向を目
指したらいいかということも含めて、皆さんの意見を踏ま
えてご発言いただけたらと思います。 
柿谷氏：今回、箕面市で立地適正化計画をつくったなか
で一番よかったのは、まず公共交通のネットワークの再
編を前提に都市機能誘導区域を位置づけていったとい
うことです。特に市街地の中心部については、箕面市域
のなかの広域的な機能を集約するということで、交通ネ
ットワークと誘導施設をマッチさせることができました。
それ以外のエリアの都市機能誘導区域には、そのエリ
アに応じた施設を配置するということが、今後を考えても
重要ではないかというふうに考えています。 
瀬渡氏：岡井先生、コンパクト・プラス・ネットワークの高
質化について、何か思っておられることがございました
らご発言をお願いします。 
岡井氏：日本の場合は基礎自治体ごとに立地適正化計
画を作成されているということで、その隣接の自治体に
あまり配慮されていないなかで、フランスですと、やはり
複数の基礎自治体で都市計画の目標を考えていくとい
うことは主流になっていますので、そういった観点という
のも必要と思っています。公共施設マネジメントの研究
もしていまして、全国の自治体にアンケート調査を行っ
たことがありますが、公共施設の再編の際に立適の都
市機能誘導区域や居住誘導区域を配慮して再編計画
をつくっていますかという質問に対して、非常に少ない
自治体でしか配慮がされていなかったという結果も出て
おりまして、立適が財政部局とかそういったところであま
り認識されていないのかなということを課題として考えて
います。 
瀬渡氏：土井先生、これまでの議論のなかで、特にコン
パクト・プラス・ネットワークの質をどう高めていくかとい
うことについて、ご意見がありましたらお願いします。 
土井氏：「ウォーカブル」という言葉と、「15 分都市」と、そ
して今日は出ていませんが、「MaaS」みたいな言葉を俯
瞰的に見ることで初めてコンパクト・プラス・ネットワーク
の全体像が見えてくるし、さらに高質化ができるのでは
ないかというふうに考えています。自宅から、あるいは
職場といったさまざまな目的地からのラストマイルの移
動をどうカバーするのか。そして、公共交通をネットワー
クで残していくのかということが今議論になっています。
これまで足りなかったさまざまな交通サービスが次々と
生まれてきています。EKB というのはエレクトリックキッ
クボードです。そして、AIや自動運転、シェアリング、そし
て中間的なモードといったもので、もっと交通サービスを
多様化させることがコンパクト・プラス・ネットワークの多
様化につながっていくし、その発想をどこにニーズがあ
るかということを主導に開発する。歩きというのは公共
交通とセットでこそ初めて意味があるというふうな、そう
いう位置づけをしてこれからやっていく必要があると思っ
ています。「まちづくりと足づくり」を両輪としていくのが交
通まちづくりということで、講義を行っています。拠点づく
りと移動手段づくりというのは、実は裏表な関係にあっ
て、どちらかをつくればどちらかも新しく生まれてくる、こ
んなところが面白いと思っています。 
瀬渡氏：今後、まちづくりを進めていくときに、特に力を
入れて取り組む必要があると思っておられることがござ
いましたら、菊池様にご説明いただけたらと思います。 
菊池氏：もともとのコンセプトは、公共交通のサービス水
準をある程度きちんと維持するという路線を決めて、そ



の沿線に居住機能とか、医療施設・福祉施設といった都
市機能を誘導していこうという制度なのですが、まだま
だその点が足りないというご指摘がありました。われわ
れもそのとおりだと思っていまして、交通の分野とはこれ
から一層連携していきたいと思っています。特に公共交
通のサービス水準をある程度維持するということをきち
んと宣言していくということが大事だと思っていまして、
そうすれば自ずとその沿線に人が集まってくるだろうと
思っています。 
 次に、交通というのは 1 つの市だけでは収まりません
ので、複数の都市と連携して取り組むことが必要だと思
っています。まず交通の分野から連携していく、あるい
は流域治水のような防災の分野から連携していくという
ようにテーマを決めて、隣まちと連携していくという取り
組みができればと考えています。 
 それから、公共施設の再配置や管理との連携です。こ
ちらも広域的な連携と関係するのですが、隣まちと連携
しながら、ある機能は隣のまちにお願いする、ある機能
は自分のまちが隣のまちの分を引き受ける、そのような
かたちでより一層良いかたちでまちづくりができるような
仕組みを考えていきたいと思っています。 
瀬渡氏：交通や公共施設の連携について関西で頑張っ
ていきますので、ぜひ国のほうでもご支援をお願いしま
す。柿谷副市長、今後、サステナブルシティ実現に向け
て、特にこれから力を入れたい、あるいは気になってい
ることがございましたら一言お願いします。 
柿谷氏：やはり持続可能な都市経営を意識して進めな
いといけないと思っています。特に行財政の効率化の
視点でどうしていくのか。例えば、先ほどご説明しました
病院については、医療圏域が北摂という広域のなかで
集約、再編統合していくということに取り組んでいるとい
うことも含めて、ある一定のエリアで再編・統合・集約し
ていくということが今後必要になってくるということで、そ
の辺を誰がどう決めていくのか。ある程度音頭を取って
いただくところがあればよりスムーズに行くのではない
かという思いはあります。 

また公共施設を再配置、集約するときに、民間の力を
借りたり対話をしたりしながら、より効率化を目指してい
きたいと考えています。もう 1 つは、健康まちづくりという
ことで、これから民生費・扶助費がどんどん上がってい
きますので、そこをいかに抑えていくのか。また、健康寿
命の延伸ということで、健康寿命と最終的な寿命との 10
年間の差をいかに短くするのかというところで、箕面市
のほうでは健康寿命の延伸ということに取り組んでいき
たいと考えています。 
瀬渡氏：そのように幅広に考えたときに、岡井先生、サ
ステナブルシティの実現に向けてどのようなご意見、あ
るいはご提案がありますでしょうか。 
岡井氏：日本の場合、公共交通は採算が取れなければ
廃線になります。過疎地においては、公共交通の手段
がなくなってしまうということが課題として挙げられてい
るかと思います。もちろん自動運転ができるので、それ
でカバーできるから必要ないというご意見ももちろん一
方ではあるかと思いますけれども、やはり人口が減少す
るなかで、なかなか人口密度が高くないとやはり公共交
通というのは維持できません。今までは日本はたまたま
人口密度が高い市街地があったので民間の会社が公
共交通を担うことができたわけですが、公共交通サービ
スというのは公共サービスで、行政が責任を持って行わ
なければいけないという考え方が、今後必要になってく

るのではないかと思っています。 
フランスをはじめ、法律のなかで移動する権利という

ものを設けている国もあります。車を持たない人でも、
運転できない人でも、移動する権利というのは当然にあ
るわけで、それを行政が保証しなければならないという
考え方です。誰もが高齢者になるわけですし、海外から
来られる方というのは、いきなり自家用車が使えるわけ
ではありませんので、そういったグローバル化のなかで
ますますいろいろな人が交流していく世の中ということを
考えると、全ての人にとって自由に移動できるというの
は、当然考えていくべきなのではないだろうかと考えて
います。 
瀬渡氏：土井先生、今のご指摘も踏まえて、サステナブ
ルシティ実現という少し大きな視点で見たときに、改めて
先生のほうからご意見、ご指摘等ありましたらよろしくお
願いします。 
土井氏：コンパクト・プラス・ネットワークという話や立適
の話をしていますが、これはどちらかというと、インフラと
か施設をどう整えるかという、インフラ主導型の発想で
すね。かたや、スマートシティとかスーパーシティというこ
とで新しいテクノロジーをどうコンパクト・プラス・ネットワ
ークに統合していくのか、こういう発想というのが今日は
話ができなかったのですが重要だと思います。インフラ
主導期からテクノロジー主導期になって、その次によう
やく市民生活が主導する時代になるということです。こ
の 3つのステージは、実はスペインのバルセロナが歩ん
できているステージで、バルセロナというのはデジタル
シティの最先端で、市民のさまざまな声が行政にデジタ
ルでつながっていきます。市民の声で何かが実現でき
たということがやはり市民の満足度、自己効力感に結び
つくということです。日本では市民生活が主導する時代
になっていないので、コンパクト・プラス・ネットワークで
土台を整え、テクノロジーで付加価値をつけ、そしてよう
やく市民の声がまちづくりを先導する、それが私はサス
テナブルシティかなと思っています。 
瀬渡氏：菊池審議官、ぜひお越しいただいている皆さん
に、一言エールをいただけたらと思います。よろしくお願
いします。 
菊池氏：まず、立地適正化計画を取り巻く状況のなかで、
特に関西の自治体、それから民間の方々の取り組みが
すごく先進的かつ意欲的なので、私どもも、立地適正化
計画をこのように使っていただいているのかとか、この
ようにうまく加工しながら新しいかたちで地域に合わせ
て活用しているのか、ということを、勉強させていただく
ことが本当に多いです。今日いろいろと議論いただいた
ようなところは、私たちが持っている問題認識とほとんど
同じところを指摘いただきました。これから取り組んでい
かなければいけない課題は多々ありますが、方向性は
しっかり認識しておりますので、いろいろなかたちで着実
に課題の解決に向けて引き続き頑張っていきたいと思
っています。 
瀬渡氏：そういうことですので、ぜひ関西から国に向かっ
ても提案をどんどん上げながら、自らのまちは自らでつ
くっていきつつ、お互いに連携して取り組めたらよいと思
います。 
 本日はありがとうございました。 

 



サステナブルなまちづくりに関する研究会（第 13 回） 
議事録（要約版） 
 
１．日 時 2024 年 4 月 24 日（水） 18：30～20：30 
２．場 所 都市活力研究所 Zoom 併用 
３．議 事 
（１）講演 
 「サステナブルシティのための都市計画はどうあるべ
きか」 
 立命館大学 理工学部 環境都市工学科 

 教授 岡井有佳 氏 
 
〇サステナブルシティとは 
サステナブルシティとは、社会面・経済面・環境面とい

う観点から未来の世代が、今我々が生活しているのと
同じ状況を享受できる都市を目指すということだと思い
ます。言い換えれば、快適に安心して住み続けることの
できるまちということで、利便性・快適性や防災・防犯が
大事ということですが、それにはコストが関係してきます。 
 
〇これからの社会 
都市計画では将来どんな社会になっていくのかという

ことを考えていく必要があります。人口減少・高齢化とい
うのはネガティブな要素ですが、それ以外の要素では、
わりとポジティブな変化があります。テクノロジーの進化
によって、自動運転や無人による荷物配達など。都市計
画でもそういった技術の進歩を踏まえることができます。
環境（SDGs）への配慮は当たり前の認識になっていま
すが、包摂というのは日本ではまだあまり認識されにく
いような概念なのかなと思います。ダイバーシティのほう
は、さすがに日本でもいろいろと言われ始めています。
ただ、諸外国に比べると、やはりここの部分は日本は非
常に弱いです。日本では比較的中間所得者層が多いの
で、非常に分かりやすい社会でしたが、昨今は、一部の
とても少ない富裕層の方と、低所得者の方が増えてくる
中で、平均だけを見ているわけにはいかないという事情
が出てきました。グローバル化は必須のことになってい
ますし、デジタル化によってどこに住んでいてもサービス
が受けられるのであればそれでいいというふうな考え方
もあります。 

人口減少・高齢化になって、それの何が悪いのかとい
うと、税金を納める人が少なくなることにより行財政力が
低下します。また、高齢化によって助けてあげないとい
けない人の割合が増えていくというのは、確かに問題で
す。人口が減少していくということは、現在と同じだけの
市街地の面積は当然いらなくなるわけです。同じ面積を
市街地として維持しようとすると維持管理費用が持ちま
せん。国のほうでも公共施設マネージメントをしなさいと
いっていますが、解決策が見えているわけではありませ
ん。人口密度の低いエリアに住んでいる方々に対しても
同じだけの行政サービスをしようと思えば、1 世帯あたり
のコストは当然ですがかなりかかってきます。市街地を
縮小しない場合の方法は 2 つあると思っていまして、郊
外では中心部と同じだけの行政サービスは受けないと
いう選択肢と、同じだけの行政サービスを受けたいとい
う場合は、それにかかる費用を税金として払ってください
というようなことしか無理かと思っています。 
 
〇A:市街地の縮小 
特に地方都市ですと市街化区域の人口密度がかなり

低下しています。DID の密度は、1k ㎡当たり 4,000 人と
いう目安があります。それを切ってしまうと地方都市で
すともう中心がなくなってしまうので、そもそもの 1k ㎡当
たり 4,000人という考え方も、やはり変えていかなければ
いけないかもしれません。 

コンパクトシティを意識して逆線をやり始めたという意
味では、舞鶴市がたぶん初めての自治体かと思います。
舞鶴市では、今と同じ人口密度を保つには市街化区域
をどれだけ減らさなければいけないかを算定してそれだ
けの面積を逆線の候補地として選んで、少しずつですけ
れども逆線を始めています。ただ、既に逆線をした場所
はほとんど人が住んでいないところになっています。北
九州は斜面地が多くて、高齢者が今後住み続けられな
いとか、災害リスクがあるので逆線をしようとしたのです
が、結局そこに住んでいる住民の方々が猛反対しまし
て、当初計画していたよりはかなり小さい面積しか逆線
できませんでした。広島は、平成 30 年の水害で大きな
被害がありました。それを踏まえて、水害リスクがあまり
に高いところは逆線するということで、県が積極的に動
いているような状況です。 
行政の方によく言われるのが、逆線は住民に対して

なかなか説明ができないし、強制的にはできないので、
誘導するしかないということで、誘導の手段として立地
適正化計画（立適）ができたときにはかなり期待はあっ
たわけです。 
 
〇A-2: 立地適正化計画の可能性 
 立地適正化計画では都市機能誘導区域と居住誘導
区域を設定します。都市機能誘導区域のほうはもともと
の中心市街地や拠点になっているところが選ばれてい
ます。居住誘導区域は公共交通との関係性から設定さ
れるべきところですが、実際にそのように設定している
自治体のほうが少ない状況です。人口密度はもちろん
のこと、既にできている公共施設やインフラの整備状況
を勘案しながら居住誘導区域を設定するのが計画の趣
旨としては正しいわけですが、実際にはそうなっていま
せん。災害リスクに関しても、レッドゾーンは必ず外しま
しょうということになっていますが、イエローゾーンについ
ては自治体に任されているという状況です。誘導施設に
ついても「補助金がアップされるなら、誘導施設に入れ
よう」というように安易に誘導施設を設定している自治体
も少なくありません。誘導を行うためには当然誘導施策
が必要だと思いますけれども、実際に誘導施策を執って
いる自治体は非常に少ないです。居住調整地域につい
ても、確か 1 カ所指定されていますが、逆線につなげて
いこうという趣旨のとおりには、全く使われていない状況
です。 
 
〇立地適正化計画の誘導区域の設定の実態 
 都市機能誘導区域、居住誘導区域がどういうふうに設
定されているかということですが、居住誘導区域のほう
は市街化区域に対する居住誘導区域の面積の割合で
みますと市街化区域の 70％以上に指定されている自治
体が過半数です。都市機能誘導区域のほうは 85％の
自治体が市街化区域の 40％以下に設定されています。 
 
〇居住誘導区域と市街化区域人口密度の関係 
市街化区域に対する居住誘導区域の面積割合を横

軸、市街化区域の人口密度を縦軸にしてグラフを描きま
すと、市街化区域のほとんどのところを指定している自



治体が多いので、グラフの右側のほうに偏っています。
人口密度が低いにも関わらず、居住誘導区域の面積の
割合が高いという自治体もかなりあって、この辺りは問
題ではないかと考えられます。 

市街化区域における令和 4 年と平成 30 年の 5 年間
での人口密度の変化というものをまとめておりまして、
横軸が市街化区域での人口密度の変化になりまして、
縦軸が居住誘導区域内での人口密度の変化です。市
街化区域の人口密度より居住誘導区域の人口密度が
高いというのは優秀な自治体ですけれども、量としては
少ない状況です。居住誘導区域の人口密度の低下率
のほうが大きいという悲しい自治体も、それなりにはあり
ます。 
 
〇都市機能誘導区域における誘導施設の立地 

都市機能誘導区域の中の誘導施設に関する国交省
のデータによると、全国で立適をつくっている 310 の自
治体のうち、誘導施設の割合を見たところ 4 割の自治体
では、むしろ都市機能誘導区域内での誘導施設の割合
が減少していて、6 割は維持、もしくは増加しているよう
です。 
当研究室の学生が関西の 65 自治体に対してアンケ

ート調査を行ったところ、誘導施設が 223 施設建築して
おり、そのうち都市機能誘導区域に立地しているのが
134 施設になっているということで、かなりの割合が都市
機能誘導区域外に立地しているということが分かります。
誘導区域内に立地したものについて、「誘導」という事実
があったのかどうかを確認したところ、わずか 16 施設、
8 自治体しか、誘導したと言える施設はありませんでし
た。アンケートでは 24 施設、11 自治体が「誘導した」と
回答があったのですが、その後ヒアリング調査をさせて
いただいたら、それは誘導ではないと判断したのを省い
た結果です。 

 
〇都市機能誘導区域外における誘導施設の立地 
都市機能誘導区域外に立地した誘導施設を把握、整

理したところ、16 自治体、89 施設が都市機能誘導区域
外に誘導施設を建築していました。その場合届け出が
必要ですが、78 施設が届け出を実際にしていて、それ
以外は届け出をしていませんでした。その理由としては、
事業者が立適に対する認知度が低いということでした。 
 都市機能誘導区域外に建築された誘導施設はどんな
施設があったのかというのを調査しました。a 欄は都市
機能誘導区域の外であるが居住誘導区域の中、b 欄が
市街化区域の中、c 欄は市街化調整区域の中です。多
く立地しているのが子育て支援施設や病院・診療所にな
りますので、こういう施設は都市機能誘導区域でなくて
も居住誘導区域であれば、それほど問題ではないと考
えられます。福祉施設や商業施設というのも、市街化区
域の中で居住誘導区域外にいくつか立地していますが、
これ自体が悪いかどうかは少し議論が必要かなと思わ
れます。 
都市機能誘導区域外に誘導施設が立地した場合、届

け出をして、それに対して勧告できることになっています
が、届け出時に何らかの指導を行ったという自治体は、
16 自治体のうち枚方市のみで、他の自治体は受け取っ
ただけで特に指導はしていません。その理由を尋ねたと
ころ、支障がないという回答と、提案や指導が難しいと
いうことでした。勧告に対しては全く行っていません。勧
告しない理由としては、問題はないという答えになって

います。 
 

〇A-2: 立地適正化計画の可能性 
都市機能誘導区域のほうは、区域設定はそんなに問

題はないと思いますが、居住誘導区域はかなり広いとこ
ろに設定されているという事実から、やはり客観的指標
によって住み続けられる場所というのを設定していくの
が本来あるべき姿ですし、災害リスクということを考える
と、イエローゾーンについては、その除外があまり進ん
でいないという実態があります。誘導施設に関しても、
実際に誘導した誘導施設というのがほとんどないのが
実態ですし、届け出勧告制度もほとんど使われていな
いということで、第 2 の線引きとして期待されたけれども、
現時点においては全く効果がないと言ってもいいかと思
います。 

 
〇A-3:市街化調整区域の開発許可 

都市計画法の 34 条の中で、市街化調整区域の開発
許可について定められています。診療所や保育所、食
料品店、農林漁業用の施設といった、住んでいる人の
ための施設が認められています。また地区計画をつくっ
て計画的に市街化していくのであれば良いというのがも
ともとの考え方ですけれども、ある自治体では乱発され
ています。11 号の市街化区域に近接・隣接しているとか、
12 号の近接・隣接はしていないけれども市街化を促進
する恐れがないとか、市街化区域内での立地が困難な
ものという許可基準が設けられています。図書館・公民
館といった公共施設は、許可なく立地が可能になってい
ます。これらは使い方によってはスプロールを誘発する
ものになっていて、コンパクトシティに逆行するものにな
っています。 

 
〇市街化区域外人口と、調整区域内の開発許可件数
の割合 
市街化区域外の人口割合が高くて、かつ、開発許可

の件数がそれなりに高い自治体として、つくば市、前橋
市、伊勢崎市、東松山市、甲賀市の 5 つの自治体の、
34 条 11 号、12 号の条例の中身を調べたことがありま
す。 
市街化調整区域なので自己用の住宅しか許可をしな

いというのはまだ許される範囲だと思いますが、つくば
市や東松山市に関しては一般住宅、つまり分譲ができ
てしまうということです。そうすると、通常の市街化区域
と何ら変わらないということになるかと思います。 

 
〇B:人口密度に応じた行政サービスの提供 
行政サービスを縮小するプランというのは、公共交通

はなくて当たり前ですし、ゴミの回収も頻度が少ないと
か、道路やライフラインの維持も自分たちでなんとかし
てください、というふうにひょっとしたらなってしまうかもし
れないということで、相互扶助というのが必要になってき
ます。市街地と同じサービスを受けたいのであれば、税
金をたくさん払ってくださいというプランになります。 

 
〇相互扶助の可能性？ 
・自分で自分を助ける「自助」 
・費用負担なく、自発的にお互いが助け合う「互助」 
・制度化された相互扶助（保険）「共助」 
・最低限必要な生活保障を行う社会福祉制度「公助」 
〇なぜ、都市は拡大するのか？ 



郊外にどんどん住宅が建っていくから都市が拡大し
ていくわけです。なぜ建築されるのかというと、規制をし
ていないからです。開発許可という制度があるけれども、
実際に許可が下りてしまうのです。不動産会社の立場
からすると、どんどん新しい家を建てていかないと儲か
らないという構造になっています。なぜどんどん建てな
いと儲からないかというと、日本の住宅建設業界の制度
的な課題と言ってもいいでしょう。新規の住宅建築の量
は、ヨーロッパに比べると日本はものすごく多い。そして
（郊外の家は）安いから買う人がいます。結局市場に任
せているからそういうことになっているわけで、もう少し
公共がコントロールすれば郊外に住宅が建たなくなるの
ではないでしょうか。 

 
〇公共交通サービスのありかた 

フランスでは公共交通は公共サービスという概念です。
ですので、採算を取る必要性というのがそもそもない。
1982 年にできた国内交通基本法という法律に移動する
権利というのが書かれていて、合わせて交通手段を選
択する自由ということも書かれています。仮に自分が住
んでいるところに公共交通であるバスが廃線になれば、
権利を主張することができるのです。日本でも、2013 年
に交通政策基本法ができましたが、あまり実態としては
変わっていないのではないかと思われ、日本ではまだま
だ交通権が、生存権の 1 つとして認められていないと考
えられます。 

 
〇今後へ向けて 
日本の都市計画制度は非常に緩いといわれています。

ヨーロッパのほうでは、計画がなければ建築ができない
というのが原則ですが、日本の場合は計画がなければ
建築自由ということで、そもそもの考え方が違うわけで
す。日本でももう少し規制を強化できないだろうかという
ことですね。線引きをもう少し厳格にやっていくということ
で、逆線を検討してもいいのではないでしょうか。さらに
日本には非線引き都市計画区域というのもあって、建
物がいくらでも建ってしまうという状況もあります。 
地方分権ということで各市町が都市計画の権限を持

つことになると、自分の市はいいけれども隣の市のこと
を考えないというような都市計画が実際になされている
ので、都市圏として都市計画というのをやはり考えてい
かなければいけないのではないでしょうか。また立適で
見ますように、誘導政策でなんとかしようとしたけれども、
やはり誘導には限界があるので規制の方向に進む必要
があるのではないでしょうか。都市計画の主体という話
では、日本の場合は民間ができることは民間にという流
れですが、そういうやり方でいいのだろうかということも、
やはり一度考えなければいけないのではないでしょうか。
公共側が、公共性という観点から規制を強化したりコン
トロールすることも必要だと思いますし、そのためには
政治の力も必要になってくるというあたりが、今後の都
市づくりにおける課題なのかなと考えています。 

 
〇日本の都市への課題 

SDGs の観点から日本の都市に対してどういうことが
言えるのかということですが、基本的サービスへのアク
セスについてはまず問題ないかと思いますが、低所得
者が増えていく中で、生活する上で必要な社会保障で
すね。それをどういうふうに考えていくのかということは
必要かと思っています。公共交通のサービスのところで

話しましたが移動する権利をどういうふうに確保するの
か、また住民参加の保障という点でも行政と対等な関係
で参加できないと、ほんとの意味での住民参加ではない
といわれています。多くの人は、パブコメに全く意見を出
さないという状況の中で、これでほんとに住民が参加し
ていると言えるのだろうかということです。 
歴史的遺産や自然遺産を残していきましょうという取

り組みは行われていますが、人口が減少するのにまだ
自然を破壊するのかという問いは常に考えていかなけ
ればいけないですし、災害対策でお話ししましたように
イエローゾーンであっても、取り除けるのであればそうい
ったところは誘導区域から外していくというのは当たり前
なのかなと思います。緑のオープンスペースを今後どの
ようにつくりだしていけるのかというのも課題ですが、オ
ープンスペースというのは開かれた空間ですので、富裕
層も低所得者も変わりなく皆が利用する、そういったコミ
ュニティの場が、都市の中に存在しないと魅力的なまち
とは言えないのではないでしょうか。 
オンラインだけではほんとの意味での人間関係は築

けないと言われています。そういう意味で対面の重要性
がよりはっきりしてきました。人間中心のまちづくりが今
改めて大事なのではないかということで、今まで車中心
に考えてきた都市空間を人のための空間に取り戻して
いきましょうというのと、ヒューマンスケールでまちをつく
っていくということが、今後必要になってくるのではない
でしょうか。ソーシャルミックスとかパリの 15 分都市とい
うお話を以前させていただきましたが、グローバル化と
いう現象があるとともに、ローカル化というのも一方であ
りまして、身近なエリアをとにかくよくしていく。それは人
任せではなくて、自分が当事者となってやっていくという
ようなことも、この 15分都市の考え方の中には必要にな
ってくるのだろうと思っています。 
 
（２）意見交換 
瀬渡氏：関西（京阪神都市圏）は市街化区域が連担して
おり、その中でなんとなくスポンジ化が始まっていて、そ
の外にちょっと市街化調整区域があるという状況。そう
いう状況のなかでスポンジ化をどう見るのか、ひとかた
まりの関西圏域の中でどうあったらいいのか、日本の都
市の課題を解決する手立てとして、みなさんが取り組ん
でおられる取組などを参考にどういう動きがいいのかと
いうことであればリアルな議論ができそうな気がします。
今回の研究会でもメンバーの方々がやっておられること
を、どう思ってやっておられるかということに私としては
すごく興味がありますので、実はこんなつもりでやってい
るのですという話があれば、お１人ずつ伺っていきたい
と思います。 
 
森田氏：これまでの都市開発のようにどこかに住宅をつ
くって、よそから転入してくださいというようなまちづくりを
これからもしていくと、ゼロサムの前提であれば粗（スポ
ンジ化）と密が生まれることの繰り返しになります。新た
な価値を創出するまちづくりでどういった未来を実現で
きるかということを、各市とともに連携しながら、どんな
沿線のブランディングだとかまちづくりができるかという
ところの議論をさせてもらっています。そういう新しい取
り組みができないかと考えています。 
 
瀬渡氏：私は、スポンジ化が一概に悪いとは思っていま
せんが、豊かな空間が広がっていくにはどの目で見て



それでいいのかという議論をする機会があればと思い
ます。 
 
森田氏：沿線に、住むだけではなく、働く場を創出したり
とか、そこに訪れたいと思える魅力のあるまちづくりも一
緒にできると、今までと違ったまちの構想ができると思
います。 
 
抱江氏：コンパクトプラスネットワークの方向に動いてい
くのだろうと思いますし、人口も相対的には減少していく
でしょう。市街地全部の公共サービスをずっと維持でき
るかというと難しいかもしれないですね。そこで駅を中心
にコンパクトなまちができていくといいのではないかと思
います。我々は二次交通を持っていますので、駅と居住
地の間をそういう二次交通でつないでまちづくりに貢献
していきたい。ただ、各駅が同じようにコンパクトになっ
ていくとあまり特徴がなくなるので、できれば駅ごとに特
色があるまちづくりができないかと思っています。目的
がないと交通行動は生まれないので、このまちに行って
みたいなという特色のあるコンパクトシティができていく
といいですね。 
 
瀬渡氏：そういう取り組みが共有できるようになるとお互
いに刺激しあえるような関係ができますね。そして沿線
それぞれのつながりと圏域が連担していって、圏域自体
の価値が出てくるでしょうね。 
 
小出氏：当社では公共交通グループとまちづくりグルー
プがあって、それらの部署でいろんな自治体とまちづくり
について協議しています。沿線の各市町村が立地適正
化計画をつくっており、当社は各市町村と協議していま
すけれども、串が刺さったような広域的なビジョンという
のを誰が描いていけばよいでしょうか。鉄道事業者が物
理的な串になっているので、当社で描くのがよいのか、
もっと広域的な自治体が描くのがよいのか、これからの
スキームの研究をしていかないといけないだろうと思い
ました。 
 
井上氏：京都市は三方山に囲まれていて、ぎりぎりまで
市街化区域になっていますので、北部の山間地域は別
にしても、結構コンパクトにまとまっているほうかなという
印象を持っています。ただ洛中といわれる地域では地
価がかなり上がった関係で空き家が多くなっています。
そのミスマッチをどうしていけばいいのかということと、
西側の洛西ニュータウンで去年から洛西“SAIKO”プロ
ジェクトということで、そこに出掛けてもらうとか住んでも
らうにはどうしたらいいだろうかというプロジェクトをスタ
ートしています。一方東側でも移住定住促進等を目的に
meetus（ミータス）山科-醍醐というプロジェクトが立ち上
がりました。山間地域の市街化調整区域については、
鞍馬寺の少し南側の叡山電車の駅周辺に、住民の方
の発案でまちづくりの構想をつくられて、それをこちらの
都市計画マスタープランの地域まちづくり構想にしようと
いうところまできていまして、先般、都市計画審議会で
報告を行ったところです。 
 
安田氏：こんなことができたらいいなということでこれか
ら取り組もうと思っていることですが、郊外には駅から遠
いところにニュータウンがたくさんありますが、それを一
部縮退していく代わりに、駅前に賃貸住宅を持ってこれ

ないかと考えています。なぜ賃貸住宅かというと、分譲
だと所有権が区分所有になって、50 年後、100 年後にな
っても用途変更ができなくなりますので、公的な団体が
ワンオーナーで賃貸住宅をつくることで、世代間の入れ
替わりにもつながるし、時代が変わったときにも用途変
更できるようになります。そういうことを組み合わせてで
きないかなと考えています。 
 
茂福氏：人口が減る中で、立適の計画をつくって駅周辺
に集約することは理に適っていると思っています。本市
で立適の誘導が成功した事例が寝屋川公園駅で、2 つ
の小学校と 1 つの中学校を集約して小中一貫校を駅前
に建てました。また駅からかなり離れたところにあった大
阪病院を駅前の区画整理区域に誘致しました。生徒数
がどんどん減る中で老朽化した建物を維持するのが困
難になるので、小中一貫校で集約するのは有効だと思
いますが、建てる場所がものすごく限られるのです。た
またまそこが 3ha 以上の小学校だったので、小中一貫
校が建てられたのですが、他で計画しようと思ってもな
かなかできないですね。 
立地適正化計画の見直しをやっているところですが、

浸水のイエローゾーンという面では淀川が決壊したらほ
とんどが浸かってしまうので、そこを居住誘導区域から
外すというのは難しいと思っています。 

2 軸化というのは京阪沿線と学研都市線の 2 つの鉄
道沿線を中心としたまちづくりということで、沿線まちづく
り協議会を立ち上げたことは以前こちらの研究会で発表
させていただきましたが、それを大阪府が引き受けてい
ただけるということで期待しています。今後横串という面
では JRと京阪の横串をどうしていくかということになりま
すが、バスも重要な役割がありますので交通とまちづく
りを一緒に考えていかないといけないと思っています。 
 
木村氏：岡井先生のお話を伺っていて人口が減少して
いく中で、どうやって活力を維持していくのか、都市の質
をどう高めていくのかということをしっかりと考えていか
ないといけないと改めて感じました。大阪府では広域自
治体として、鉄道事業者と沿線市が集まる場を設けて
沿線のまちをどうしていくのかということについて対話を
始めています。このような取組を広げて、府域全体、さら
に近隣の府県の皆さんとも協力しながら、魅力ある都市
空間をつくっていくということを考えていければと思って
います。 
 
青山氏：平成 26 年に立地適正化計画ができまして、そ
こから広域化していこうとずっと言われていることでもあ
ります。ただ広域化は進んでないというのが実態という
感覚があります。今もまさに立適の有識者検討会が国
交省の都市局で行われていまして、そこでもメインのテ
ーマの 1 つとして広域化が議論されています。実際にや
るには非常に難しいことかと思いますが、どこかの地域
で良い事例が出てくると、国としては優良事例の横展開
が得意なところですので、そういう事例が近畿から生ま
れてくればいいと思っています。 
 
葉氏：都市の拡散においては、自家用車の存在が非常
に大きなファクターになっていると、強く思うところです。
24 時間いつでも自由にいろんな場所に行けるというの
は、多様なライフスタイルを実現する上で重要なツール
ですし、何より自家用車にかかるコストがおそらく安過ぎ



るというのがあるでしょう。もちろん立地を誘導するとか
集約するという話はあると思いますが、公共交通、ある
いはまちが全く自家用車に対して対抗できていないとい
うのが、根本的なところかなという気はしています。 
 高松市のコンパクトシティを推進されている方がおっし
ゃっていた話だと、施設を集約する上で、移動を束ねる
ことが必要だということです。そこが先にあって、そこか
ら徐々に住居や都市施設が集まってくる。バス路線上に、
日常的に使うような施設が全部並んでいれば、そこのバ
スを乗り降りするだけで利用できる。ただし乗るたびに
初乗り料金がかかって、コストがかかるのであれば、そ
こを何か低減してあげるような補助メニューが必要かも
しれませんけれども、もう少し住民視点でライフスタイル
を考えたときに、必要なものがちゃんとある軸上に乗せ
る必要があると思います。そこまでしないと自家用車に
は対抗できないのではないしょうか。その上で、やはり
公共交通同士がちゃんとつながる、料金的な抵抗もそう
ですし、待ち時間をどれだけ待っていないと感じさせるよ
うな空間整備もあろうかと思いますが、そういったところ
が必要になってくると思います。 
 市街化調整区域については、そういうところに住みた
いと願う人も一定数いますので、その人たちが住み続け
るために、互助なり共助なりをする努力の余地は残して
おいてあげたいというのは、正直な思いです。 
 
相馬氏：都市を縮小しようと思っても、種地はあるには
あるのですが、使いやすいようなかたちにしていくため
にはどうしても集約化が必要になってきます。集約化を
するのにはおそらくもう少し時間がかかりそうなので、そ
の間どうやって暫定利用するかというのを今やっている
状況です。暫定利用をすることでまちのイメージが良く
なるとか、活気が出るとか、それこそ地価が上がるとか、
周辺の家賃が上がっていくということで、将来小さな再
開発をしようとしたときにやるだけの体力がある、そうい
うことを意識しながらやっているところです。1 軒の空き
家を使えるようにすることで、どういう地域のネットワー
クやコミュニティができるかとか、それがどんなふうに波
及するかみたいなところです。私たちがパラレルキャリ
アということでプライベートでやっている活動と、公共とし
てのわりと大きな観点からの仕事と、両方の側面で進め
ていったらいいのかなと思いました。 
 
土井氏：岡井先生からお伺いしたパリの 15 分都市とい
う発想が、私にとって印象深く、サステナブルなまちづく
りを考える上できっかけになったと思っています。15 分
都市という言葉は、パリやウィーン、メルボルンでは新し
い都市計画に結びついていると思いますが、日本では
15 分都市という言葉とかアジェンダは出てきたものの、
何も都市計画に結びついておらず、それがウォーカブル
シティという程度のことであり、それも日本で昔からやっ
てきたことと何の違いがあるのかと問い直される時代に
なっていると感じています。 
 住むこと、働くこと、憩うこと、これらをファースト、セカ
ンド、サードプレイスと呼んでいるのですが、もうここをい
かに改善しても都市が改善する余地はなくて、それらの
3 つのプレイスをつなぐ移動が重要であり、移動を介し
て新たな互助、共助の場、これをフォースプレイス、4 番
目の場所として育てあげていくという発想があります。葉
先生がおっしゃったように移動を束ねながら、そこに包
摂という考えを入れていくと、また移動に関していろんな

ことが考えられます。今高齢者を含めて弱者がいます。
その弱者の、ill- being な気持ちをどうやって吸い上げて
いくかによって、新しいまちづくりの発想につながってい
くのではないかと思います。今大変な生活をしている人
たちをどうすくいあげて、つなげていくのかというような
都市計画になっていく時代が来ていて、それこそが、大
阪が発信できる新しいまちづくりの姿ではないかという
ふうに考えています。 
 
瀬渡氏：土井先生のおっしゃった ill- being については、
資料の別添２で少しまとめています。ill- being とは何か
ということを考えて、それを解決する方向はどこかという
ことを追求すればするほど、Well-being に向かっていく。
そこに都市計画の社会的な役割があるのではないかと
いうことを言われているのかなと解釈しました。 

 


